
債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 5,396 5,036 5,110 5,095 5,243 5,228

()内は人件費、公債費を含む (7,259) (8,033) (8,144) (7,227) (7,349) (7,091)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

001108 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

農政事務 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

農業の活性化と、農地の持つ多面的機能の保全・活用を図ります。

対 象

その他
市内の生産緑地を所有する農業者及び大阪府農業共済組合

内 容

生産緑地の買取り及び買取り希望の申出に関する一連の事務を期限内に行います。
大阪府農業共済組合に負担金を支出します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 その他

事 業 期 間 恒常的 平成05 年度　（ 1993 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 ■ その他 （ 大阪府北部農業共済組合 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 生産緑地法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 生産緑地業務処理実施要綱、要領

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 5,480 5,134 5,228 5,184 5,329 5,330

()内は人件費、公債費を含む (7,343) (8,131) (8,262) (7,316) (7,435) (7,193)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 108 10 13 26 73 67

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 537 937 874 806 731 537

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 4,835 4,187 4,341 4,353 4,526 4,725

人 件 費 1,863 2,997 3,034 2,132 2,106 1,863

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 84 98 118 89 86 102

地 方



非投資的

001108 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
農政事務

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

90 135 133 93 93 82

水稲共済加入組合員数
単位

横ばい

出典:大阪府農業共済組合
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

大阪府農業共済組合へ負担金を支出することで市が実施しなけらばならない業務が削減されました。

令 和 ３ 年 度
生産緑地買取り申出について随時受け付けました。
大阪府農業共済組合へ負担金を交付しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

大阪府農業共済組合へ負担金
を支出。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

大阪府農業共済組合への負担金の支出については共済組合がなければ市が実施しなければならない事業ですので
必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

負担金の支出により人件費等削減されています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

負担金の支出により農業共済組合が実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

大阪府農業共済組合への負担金を支出することで市が実施しなければなならい業務が削減されていることから成
果はあがっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

５年ごとに実施される農林業センサスの農家数によって負担金が算出されています。
今後の取組み 当市は年々、農家戸数は減少していますので負担金も減額される予定です。

備 考



,804 1,782 4,941

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 84

一 般 財 源 2,328 1,120 1,090 832 1,011 1,268

()内は人件費、公債費を含む (7,269) (3,793) (3,796) (2,636) (2,793) (6,209)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

001110 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

市民農園 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

市民が野菜や花等を栽培し、自然と触れ合い、農業に対する理解を深める機会を提供するとともに、
農地の保全・活用を行います。

対 象

市民

内 容

市在住の20歳以上の市民を対象に、1世帯1区画（約15㎡）の農地利用者を募集し斡旋業務を行います
。（利用契約は利用者と農園開設者）
市と貸付協定を締結した市民農園開設者に対して運営費を助成します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 昭和50 年度　（ 1975 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 特定農地貸付に関する農地法等の特例に関する法律（特定農地貸付法）

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市市民農園運営助成要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 2,328 1,120 1,090 832 1,011 1,352

()内は人件費、公債費を含む (7,269) (3,793) (3,796) (2,636) (2,793) (6,293)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 308 172 135 60 63 70

委 託 料 450 0 0 0 0 450

補 助 金 等 1,300 630 650 592 638 641

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 176 152 74 0 0

そ の 他 270 142 153 106 310 191

人 件 費 4,941 2,673 2,706 1



ています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

ここ５年間は面積、区画数とも横ばい状態ですが、申込倍率等からみると現状の区画数が適当です。
今後の取組み 市民農業体験を実施することにより、農についての理解が得られ、担い手の育成に繋げる。

備 考

非投資的

001110 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
市民農園

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

950 910 820 781 844 839

区画数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
区画

21,000 21,327 18,940 18,753 19,000 19,920

面積
単位

横ばい

出典:担当課調べ
㎡

25 23 22 21 22 21

農園数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
農園

事 業 の 効 果

農地所有者が高齢化していく中で、農地を適正に利用することで農地の保全・活用を行いました。

令 和 ３ 年 度
広報誌等で利用者を募集しました。
利用開始日は4月16日からで、利用できる期間は翌々年の3月15日までの23ヶ月間です。

の 実 施 内 容 区画の面積は約15㎡で、利用料は2万円です。
市民農園栽培講習会を実施しました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

市民農園の利用開始。 市民農園栽培講習会を実施。 市民農業体験（たまねぎ栽培 市民農園運営費助成金の交付
市民農業体験事業（サツマイ ）を実施。 。
モ栽培）を実施。 開設者と貸付協定を締結。

市民農園利用者を広報誌等で
募集し、抽選等斡旋業務を実
施。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

高齢化が進む中で余暇を楽しむ場を提供できることから必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民農園運営助成を２５％（固定資産税、都市計画税の年税額）から１０％に引き下げたことから効率性はあが
っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市は募集から斡旋をし、契約は農家と市民ですが、市が関わっているということで市に対する多種多様な苦情が
多いのが実情です。

実
施
方
法

○妥当　　　●要改善

実施主体について検討します。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

市民が余暇を楽しむ場として定着していますが、近隣とのトラブル等が増加し、市が時間を取られることが多く
なっ



人件費、公債費を含む (1,836) (1,658) (1,435) (1,397) (669) (1,035)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

001111 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

花畑開放 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

農地を有効活用し、都市景観を創出するとともに、市民に花とふれあう場を提供します。

対 象

市民

内 容

市内の300㎡以上の農地にレンゲ等の草花を栽培し、開花時に市民を対象としたイベントの場や、児
童等の体験学習の場として無償で花畑を開放した農地所有者に対し、助成金を交付します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成05 年度　（ 1993 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 □市 □府 □国 ■ その他 （ 農地所有者 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 花畑開放事業奨励助成金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 1,188 1,010 779 741 21 387

()内は人件費、公債費を含む (1,836) (1,658) (1,435) (1,397) (669) (1,035)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 100 53 26 40 21 1

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 788 658 453 401 0 387

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 300 300 300 300 0 0

人 件 費 648 648 656 656 648 648

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 1,188 1,010 779 741 21 387

()内は



ィバル」の催し物のひとつとして、市民の皆さんにレンゲ畑を開放し、レンゲ摘みなど
今後の取組み を楽しんでもらえるように引き続き農業者へ協力をお願いします。一般開放（小学校等への開放）については継

続していきます。

備 考

非投資的

001111 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
花畑開放

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

2,000 1,708 1,374 1,560 0 633

入場者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

農地を有効活用し、都市景観を創出するとともに、市民に花とふれあう場を提供しました。

令 和 ３ 年 度
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点からふれあい緑地フェスティバルは中止であったが、児童等への開放事
業は、感染防止対策をとり実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

感染防止対策を取り実施。 次年度用レンゲ種子の申込み
と花畑開放事業実施計画書の
受付。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

平成２５年度よりふれあい緑地フェスティバル開催時に農業者の協力を得てレンゲ畑の開放を実施していますが
、来場者の評判もよく今後も開放が必要です。また、小学校等の子供たちへのレンゲ畑の開放も必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

小学校等へのレンゲ畑の開放は幼児期の貴重な体験の場を提供しており効率性はあがっています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

「ふれあい緑地フェスティバル」実施時のレンゲ畑開放は、農業者の協力を得て実施しています。また、花畑開
放事業の事務関係は市が実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

今後も花畑開放事業は同じ方法で実施していきます。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

都市化の進んだ当市において自然とふれあう貴重な機会であり市民の皆さんには好評でした。また小学校等のレ
ンゲ畑への入場は幼児期の貴重な体験として子供の意識の中に残っていきます。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

「ふれあい緑地フェステ



・補助額等

非投資的

001112 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

農業祭 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

市民と農業者の交流の場とし、市民の農業に対する理解と認識を深めるとともに地産地消を推進しま
す。

対 象

市民

内 容

市と農業者団体等が実行委員会形式で実施し、豊中市産野菜等の直売や、寄せ植え体験などを実施し
ます。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 昭和54 年度　（ 1979 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 ■ その他 （ 豊中市農業祭実行委員会 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 中止

事 業 費 総 額 654 654 654 654 0 0

()内は人件費、公債費を含む (1,059) (1,788) (1,802) (1,802) (162) (405)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 654 654 654 654 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 405 1,134 1,148 1,148 162 405

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 654 654 654 654 0 0

()内は人件費、公債費を含む (1,059) (1,788) (1,802) (1,802) (162) (405)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率



非投資的

001112 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
農業祭

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

4,000 3,500 4,500 4,500 0 0

来場者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市民に豊中市の農業を認識してもらうことができ、地産地消のＰＲにもなります。

令 和 ３ 年 度
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から事業を中止しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

実行委員会を書面開催し中止
と決定

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

農業祭における豊中産野菜の直売は新鮮で安心・安全な野菜を求める市民に好評で短時間に売り切れる状況です
。都市化の進んだ当市において農業をＰＲできるよい機会であり、施策の推進において、不可欠な事業である。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

市、JA等で負担金を拠出しており、事業を十分に効率的に実施している。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市と農業団体等と実行委員会形式で実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

市が全ての業務を直接実施している。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市民の豊中の農業に対する再認識の場となっており、目的に対し、十分か効果がでている。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

農業祭実施に係る経費は市、JA等で負担しており、十分な成果が出ていると考えます。
今後の取組み 今後は地産地消をアピールできる催物の実施を検討していきます。

備 考



は人件費、公債費を含む (1,837) (1,525) (1,550) (1,632) (1,344) (1,228)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

001113 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

地産地消推進補助事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

安心・安全な食の実現を目指す地産地消及び食育を推進します。

対 象

事業者その他団体
市内の農業者及び農業者団体

内 容

市内の農業者及び農業者団体が学校給食等への地場農産物の出荷及び市民に対する地場農産物の直売
を行った場合において、その費用の一部を補助するとともに事業の遂行をサポートします。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成21 年度　（ 2009 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市地産地消推進事業補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 1,270 634 648 730 453 661

()内は人件費、公債費を含む (1,837) (1,525) (1,550) (1,632) (1,344) (1,228)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 1,270 634 648 730 453 661

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 567 891 902 902 891 567

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 1,270 634 648 730 453 661

()内



非投資的

001113 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
地産地消推進補助事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

100 57 51 52 52 52

地産地消協力者数（延人数）
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

地産地消を推進することにより市民に安心・安全な豊中市産の野菜を提供することができました。
また、学校給食へ豊中市産の野菜を出荷することにより、食育の推進にもつながりました。

令 和 ３ 年 度
①地場農産物直売会（ミニ農業祭、くらしかん地産地消、朝市等）
②学校給食副食用野菜供給推進事業

の 実 施 内 容 ③農産物直売所事業
①、②、③を実施した農業者等に補助金の支出及び事業を支援しました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

朝市、地産地消イベントを支 朝市、地産地消イベントを支 朝市、地産地消イベントを支 朝市、地産地消イベントを支
援。 援。 援します。 援。

農業者によるミニ農業祭を実 補助金交付。
施。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

地産地消をよりいっそう推進していくためには不可欠な事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

事業を十分に効率的に実施している。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

地産地消、食育の観点から成果は十分あがっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

補助金額について増額の方向で検討し、協力者を増やすことでより一層、地産地消の推進に取組んでいきます。
今後の取組み

備 考



6 206 113 91 37

()内は人件費、公債費を含む (449) (773) (780) (687) (658) (280)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

001114 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

農業振興補助事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

豊中市農業経営者協議会及び農業協同組合等との連携・協働の強化により地産地消の推進、都市農業
の啓発、緑地空間としての農地の活用を図ります。

対 象

事業者その他団体
豊中市農業経営者協議会

内 容

農業を営むものが組織活動を行うことにより農業経営の向上を期し、あわせて地域農業の円滑な推進
を図ることを目的とする事業に補助するとともに事業の遂行をサポートします。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 昭和43 年度　（ 1968 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 □市 □府 □国 ■ その他 （ 豊中市農業経営者協議会 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市農業振興事業補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 206 206 206 113 91 37

()内は人件費、公債費を含む (449) (773) (780) (687) (658) (280)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 206 206 206 113 91 37

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 243 567 574 574 567 243

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 206 20



非投資的

001114 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
農業振興補助事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

8,000 4,779 3,325 5,331 5,408 3,570

学校給食等へのたまねぎの出荷量
単位

横ばい

出典:担当課調べ
㎏

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

学校給食へ地場産野菜を提供することにより食育活動に繋がりました。

令 和 ３ 年 度
①ミニ農業祭等において豊中市産野菜の販売、②学校給食副食用野菜の出荷、③市民農園の技術指導などの事業
を支援しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

市民農園技術指導を実施。 農業者によるミニ農業祭を実
学校給食にたまねぎを出荷。 施。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

地産地消を推進する団体が実施する事業に対する補助を実施しています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

学校給食等への豊中市産の食材の提供に積極的に関わっています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

事業については団体が実施していますが、補助金事務については市が実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

地産地消へ協力者も少しずつではありますが増加しています。豊中まつり、農業祭等で豊中産野菜を販売するこ
とで、豊中の農業のＰＲに一役かっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

農業者の高齢化に伴い、今後も継続供給できる体制づくりや、提供できる野菜の種類を増やす方向への検討が必
今後の取組み 要です。

備 考



非投資的

001115 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

農業近代化施設等事業補助金 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

農業施設等の導入により、能率的、効率的な農業経営をめざします。

対 象

事業者その他団体
農業者と農業者が組織する団体

内 容

野菜・花き等の栽培や、出荷を行うために、必要と認められる機材等の購入に対する経費を、補助し
ます。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 昭和37 年度　（ 1962 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市農業近代化施設等事業補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 100 0 55 73 100 47

()内は人件費、公債費を含む (181) (81) (137) (155) (343) (128)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 100 0 55 73 100 47

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 81 81 82 82 243 81

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 100 0 55 73 100 47

()内は人件費、公債費を含む (181) (81) (137) (155) (343) (128)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等



非投資的

001115 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
農業近代化施設等事業補助金

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

1 0 1 1 1 1

補助対象件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

能率的、効率的な農業施設等の導入を推進し、農業経営の近代化を図ることができました。

令 和 ３ 年 度
1件の申請があり補助金を交付しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

補助金を交付

Ａ.必 要 性
○高　　　　●中　　　　○低

事業開始年度が昭和３７年であり、６０年以上経過していることから制度の有無について検討の余地はあります
。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

補助率が経費の３５％の範囲内であり、かつ予算額も１００千円であることから効率性からみると十分な効果は
あります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

補助金交付関係事務のみ市が実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

本来の意味での農業振興施策であり、意欲ある農家への補助なので成果は出ています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

事業開始から６０年以上が経過し、現状にそぐわない部分もあり検討の余地もありますが、本来の農業振興に関
今後の取組み わる補助金事業はこれのみなので現状のままで継続します。

備 考



)内は人件費、公債費を含む (3,500) (3,818) (3,804) (3,623) (3,483) (3,483)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等 大阪府

制 度 の 名 称 等 経営所得安定対策等推進事業費補助金

補助率・補助額等

非投資的

001116 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

経営所得安定対策 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

小規模農家も食料の安定供給や多面的機能の維持という役割を担っていることを評価し、意欲あるす
べての農業者が農業を継続できる環境を整え、創意工夫ある取り組みを促すことです。

対 象

その他
市内農業者

内 容

地域振興作物等を生産、販売した農家を支援します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 その他

事 業 期 間 恒常的 平成23 年度　（ 2011 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 経営所得安定対策等推進事業実施要綱

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 412 680 574 543 378 314

()内は人件費、公債費を含む (3,895) (4,406) (4,346) (4,069) (3,861) (3,797)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 200 387 352 305 213 208

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 176 108 123 0 0

そ の 他 212 116 115 116 165 105

人 件 費 3,483 3,726 3,772 3,526 3,483 3,483

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 395 588 542 446 378 314

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 17 92 32 97 0 0

(



非投資的

001116 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
経営所得安定対策

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

20 83 16 18 19 19

交付対象者（延べ人数）
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

小規模農家も食料の安定供給や多面的機能の維持という役割を担っていることを評価し、意欲あるすべての農業
者が農業を継続できる環境を整えることができました。

令 和 ３ 年 度
国に対する補助金の申請、それに係る現地確認等を迅速に処理しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

営農計画書の配布、回収 現地確認、実績入力等 出荷伝票等提出依頼 交付金の振込（国→対象者）
交付金申請書の提出 豊中市地域農業再生協議会総

会の開催

Ａ.必 要 性
○高　　　　●中　　　　○低

当市においてこの制度はなじまないところもありますが、国の施策であり、実施するしかないのが実情です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

必要経費は国からの交付金でまかなっています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

国の施策であるため市が実施するしかないのが実情です。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

農業者の生産意欲の向上につながります。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

国の施策であるのでこのまま実施します。
今後の取組み

備 考



24

()内は人件費、公債費を含む (268) (267) (270) (270) (267) (267)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

039893 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

農地維持共同活動支援事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

農地の多面的機能を支える共同活動を支援します。
担い手に集中する水路・農道等の管理を地域で支え、農地集積の後押しをします。

対 象

市民
市内の農業者及び農業者以外の市民により構成される活動組織

内 容

農地の法面の草刈り、水路の泥上げ、農道の砂利補充等の基礎的保全活動や農村の構造変化に対応し
た体制の拡充・強化・保全管理構想の作成活動を支援します。

分 類 法定受託事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 単年度 平成27 年度　（ 2015 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 ■府 ■国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 96 96 96 96 96 96

()内は人件費、公債費を含む (339) (339) (342) (342) (339) (339)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 96 96 96 96 96 96

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 243 243 246 246 243 243

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 71 72 72 72 72 72

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 25 24 24 24 24



非投資的

039893 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
農地維持共同活動支援事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

1 1 1 1 1 1

事業を実施する活動組織数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
団体

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

農空間には食糧生産という本来の機能だけでなく、健康・レクリエーションや教育・福祉など多面的な機能があ
るため、その空間の健全な保全につながります。

令 和 ３ 年 度
活動組織の農地維持活動に対し補助金を交付しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

活動組織の事業計画書を承認 府補助金を活動団体へ交付。 活動組織の事業報告を受け、
し、府へ提出。 府へ事業実績報告書等を提出
現地確認を実施。 。

Ａ.必 要 性
○高　　　　○中　　　　●低

農地・農業用水路等の資源や地域環境の保全が図られます。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　○中　　　　●低

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

○妥当　　　●要改善

Ｄ.成 果

○高　　　　○中　　　　●低

対象農地が生産緑地のみであるため市域全域に広がらない。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　○現状のまま継続　●縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

令和２年度より５年間実施します。
今後の取組み 相続等により対象農地面積が減少した場合、交付金の返還が発生します。

生産緑地の新規指定による面積増を図ります。

備 考



12 28,712 30,981

補 助 金 等 18 18 15 16 15 16

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 3,344 0 15,788 0

賃 金 0 0 0 1,807 0 0

そ の 他 5,014 4,056 6,121 3,747 4,922 4,280

人 件 費 16,625 9,090 11,940 12,710 19,865 16,625

公 債 費 13,739 13,612 12,270 12,380 12,287 13,739

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 3,300 0 15,400 0

そ の 他 86 123 594 89 87 120

一 般 財 源 70,467 64,018 68,622 68,057 71,523 68,001

()内は人件費、公債費を含む (100,831) (86,720) (92,832) (93,147) (103,675) (98,365)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000885 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

共同利用施設施設管理 区 分 継続
施 設 コ ー ド 001005001 共同利用施設全般（33施設・均等按分）,001005002 共同利用施設全般（清掃委託）,001005003 共同

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課 302000 庄内出張所 

事
業
の
概
要

目 的

「公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律」に基づき、航空機騒音に
より住民の生活が著しく阻害されている空港周辺地域で、住民が学習、保育、休養、集会の用に供す
るために設置した共同利用施設により、航空機騒音による障害の緩和を図ります。

対 象

市民

内 容

共同利用施設(33か所)の維持管理

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設管理

事 業 期 間 恒常的 昭和42 年度　（ 1967 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 管理運営委員会

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 70,553 64,141 72,516 68,146 87,010 68,121

()内は人件費、公債費を含む (100,917) (86,843) (96,726) (93,236) (119,162) (98,485)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 31,906 34,875 37,673 35,965 37,573 32,845

委 託 料 33,615 25,192 25,364 26,6



充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き適切な維持管理を行うとともに、環境対策の進捗など共同利用施設を取り巻く状況の変化、施設の老朽
今後の取組み 化、とりわけ管理人の高齢化など管理運営をめぐる課題を踏まえて、関係部局や地元管理運営委員会と連携し、

今後の施設のあり方や有効活用に向けた検討や協議、試行的な運営手法を継続して行います。

備 考

非投資的

000885 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
共同利用施設施設管理

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

100,000 146,810 149,427 134,855 53,778 60,882

利用者数（33施設）
単位

上向き

出典:担当課調査
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

航空機騒音による障害の緩和、地域コミュニティの活性化に寄与しました。

令 和 ３ 年 度
・各共同利用施設の維持管理を行いました。
・共同利用施設の再編・有効活用について、検討を進めました。

の 実 施 内 容 ・管理運営委員会に「地域コミュニティ施設の再整備プラン」について説明を行いました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・維持管理業務 ・維持管理業務 ・維持管理業務 ・維持管理業務
・施設の再編・有効活用の検 ・施設の再編・有効活用の検 ・施設の再編・有効活用の検 ・施設の再編・有効活用の検
討 討 討 討

・管理運営委員会に「地域コ ・管理運営委員会に「地域コ
ミュニティ施設の再整備プラ ミュニティ施設の再整備プラ
ン」について説明 ン」について説明

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

本施設の目的を勘案し、安心・安全に施設を利用してもらうための管理が必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

計画的かつ合理的な修繕や設備の更新を実施し、効率よく事業を進めています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

管理運営委員会や管理人、事業者

実
施
方
法

○妥当　　　●要改善

運営は地元管理運営委員会に委ね、清掃や設備の定期点検等の業務を管理人や事業者に委託しています。また、
管理人の高齢化、施設再編に向けた運営方式などの課題があり、試行的に管理人の非常駐方式を進めています。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

航空機騒音による障害の緩和、地域コミュニティの活性化を図ることができました。

総 合 評 価

○拡



訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 16,197 12,908 29,129 24,904 4,571 6,545

()内は人件費、公債費を含む (18,112) (14,078) (30,709) (28,184) (6,081) (8,460)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等 大阪国際空港の運営管理者

制 度 の 名 称 等 大阪国際空港教育施設等騒音防止対策事業助成金

補助率・補助額等 基準面積/補助対象面積×2/3（W70以上の区域)

投資的

037654 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

共同利用施設空気調和設備更新事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課 263000 施設課 

事
業
の
概
要

目 的

「公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律」に基づき、航空機騒音に
より住民の生活が著しく阻害されている空港周辺地域で、住民が学習、保育、休養、集会の用に供す
るために設置した共同利用施設により、航空機騒音による障害の緩和を図ります。

対 象

市民

内 容

3施設（豊南東センター・服部寿センター・走井センター）の空調設備の更新等を行います。

分 類 自治事務 投資的 種 別 投資系事務

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 管理運営委員会

整 備 場 所 共同利用施設

整 備 概 要

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 16,197 12,908 29,129 24,904 4,571 6,545

()内は人件費、公債費を含む (18,112) (14,078) (30,709) (28,184) (6,081) (8,460)

細
事
業
費
内
訳

工 事 費 0 12,908 27,941 24,699 0 0

用 地 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 1,188 205 198 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 16,197 0 0 0 4,373 6,545

人 件 費 1,915 1,170 1,580 3,280 1,510 1,915

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内



投資的

037654 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
共同利用施設空気調和設備更新事業

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

100,000 146,810 149,427 134,855 53,778 60,882

利用者数（33施設）
単位

上向き

出典:担当課調査
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

空気調和設備の更新により、共同利用施設の良好な環境が確保されました。

令 和 ３ 年 度
3施設（豊南東センター・服部寿センター・走井センター）の機器更新を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・施設課に機器更新仕様作成 ・仕様作成 ・機器更新発注 ・機器更新完了
依頼

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

共同利用施設における機能が低下した空気調和設備を更新し、利用者の快適な環境を維持することが必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

共同利用施設の空気調和設備更新計画に沿って、工事発注の必要がないものは備品発注とするなど、事業を効率
よく計画的に実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

空気調和設備の更新により、3施設の利用者の快適な環境が確保されました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

共同利用施設の空気調和設備更新計画に沿って、事業を効率よく計画的に実施します。
今後の取組み

備 考



0 0

そ の 他 257 171 178 192 198 167

人 件 費 9,315 9,027 6,295 10,250 11,340 9,315

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 5,369 4,749 4,723 3,822 3,875 3,378

一 般 財 源 4,988 3,915 3,797 3,566 3,441 3,183

()内は人件費、公債費を含む (14,303) (12,942) (10,092) (13,816) (14,781) (12,498)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等 大阪国際空港の運営管理者

制 度 の 名 称 等 大阪国際空港生活保護等世帯空気調和機器稼働費助成金

補助率・補助額等 100分の85（一世帯につき上限8,500円）＋事務費（左記金額の100分の5）

非投資的

000883 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

防音関連事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

航空機騒音により生じる著しい障害の防止又は軽減を図ります。

対 象

市民

内 容

大阪国際空港の運営管理者の助成制度を適用し、航空機騒音対策区域内の防音工事済み住宅の空気調
和機器を更新する場合、更新工事費の一部を市が補助します。
航空機騒音対策区域内の生活保護等世帯のうち、同制度で設置された空気調和機器の冷房使用時期(7
～10月)にかかる電気料金の一部を市が助成します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 ■府 □国 ■ その他 （ 大阪国際空港の運営管理者 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

■ 大阪府条例・規則・要綱、計画等 住宅の航空機騒音防止対策事業費補助金交付要綱

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市空気調和機器更新工事補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 10,357 8,664 8,520 7,388 7,316 6,561

()内は人件費、公債費を含む (19,672) (17,691) (14,815) (17,638) (18,656) (15,876)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 100 75 85 78 81 45

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 10,000 8,418 8,257 7,117 7,036 6,348

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0



討　○完了・廃止

引き続き住宅等への防音関連助成を着実に実施し、生活環境の改善を図ります。
今後の取組み

備 考

非投資的

000883 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
防音関連事業

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

90 188 116 123 107 109

空気調和機器更新工事補助台数
単位

下向き

出典:担当課調査
台

610 730 740 634 599 564

生活保護等世帯の冷房電気料金助成件数
単位

下向き

出典:担当課調査
件

単位

出典:

事 業 の 効 果

航空機騒音対策区域における生活環境の改善が図られました。

令 和 ３ 年 度
防音工事済み住宅の空気調和機器更新工事補助金の受付（4月～10月）と補助金を交付しました（随時）。
生活保護等世帯の冷房電気料金助成金の受付（11月～12月）と助成金を交付しました(2月)。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

･防音工事済み住宅の空気調 ･防音工事済み住宅の空気調 ･防音工事済み住宅の空気調 ･防音工事済み住宅の空気調
和機器更新工事補助金の受付 和機器更新工事補助金の受付 和機器更新工事補助金の受付 和機器更新工事補助金の交付
と補助金の交付 と補助金の交付 と補助金の交付 ･生活保護等世帯の冷房電気

･生活保護等世帯の冷房電気 料金助成金の交付
料金助成金の受付

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

航空機騒音対策区域内における住宅においては、室内における航空機騒音の軽減を図るために窓を閉めることか
ら、空気調和機器の設置と稼働が必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

空港管理運営者や大阪府とそれぞれの助成金の負担割合を定め、事業を効率的に実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

助成制度に基づき、市が実施しています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

航空機騒音による障害の軽減に寄与しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検



0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 242 34 112 102 0 0

人 件 費 9,720 6,885 8,200 7,790 6,885 9,720

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 10 0

一 般 財 源 2,410 1,435 1,592 1,560 1,248 1,422

()内は人件費、公債費を含む (12,130) (8,320) (9,792) (9,350) (8,133) (11,142)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000884 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

空港周辺対策事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

大阪国際空港周辺地域における航空機の騒音による障害が発生することを防止・軽減し、生活環境の
改善を図ります。

対 象

市民

内 容

国や大阪国際空港の運営管理者等に対し、大阪国際空港周辺都市対策協議会（10市協）等を通じて行
う空港及び周辺地域の環境･安全対策等の要望や協議により、安全運航の確保や航空機騒音の発生源
対策、周辺対策などの推進を図ります。
航空機公害対策推進市民運動団体に対する活動費補助や空港周辺環境整備助成により、周辺対策など
の推進を図ります。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 ■国 ■ その他 （ 大阪国際空港の運営管理者等 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 航空機公害対策推進市民運動団体に対する活動費補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 2,410 1,435 1,592 1,560 1,258 1,422

()内は人件費、公債費を含む (12,130) (8,320) (9,792) (9,350) (8,143) (11,142)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 2,168 1,401 1,479 1,458 1,258 1,422

扶 助 費 0 0 0



営者等との協議に
より、積極的な低騒音機材の導入や遅延便対策、制度の拡充が進みました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き大阪国際空港周辺都市対策協議会等を通じて関係機関への要望を行うとともに、関西エアポート株式会
今後の取組み 社等と連携し、環境負荷の低減を促進するための取組みを進めます。また、周辺対策を進めるため、航空機公害

対策推進市民運動団体への活動費補助や空港周辺環境整備事業を行います。

備 考

非投資的

000884 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
空港周辺対策事業

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

大阪国際空港周辺における環境･安全の向上が図られました。

令 和 ３ 年 度
･国や空港管理運営等への要望活動など、安全運航の確保や航空機騒音の発生源対策、周辺対策などの推進を図
りました。

の 実 施 内 容 ･航空機公害対策推進市民運動団体に対する活動費補助や空港周辺環境整備事業助成により、周辺対策などの推
進を図りました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

･関係機関と連携し、発生源 ･関係機関と連携し、発生源 ･関係機関と連携し、発生源 ･関係機関と連携し、発生源
対策や周辺対策などを推進 対策や周辺対策などを推進 対策や周辺対策などを推進 対策や周辺対策などを推進

･大阪国際空港周辺都市対策 ・次年度分の空港周辺環境整 ･航空機公害対策推進市民運
協議会(国、空港管理運営者 備事業助成金計画概要書提出 動団体からの活動費補助金実
、航空会社に対する要望) 績報告
・全国民間空港関係市町村協 ・空港周辺環境整備事業助成
議会（国に対する要望） 金の実績報告と次年度分の交
･航空機公害対策推進市民運 付申請
動団体への活動費補助金交付

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

大阪国際空港における環境・安全対策を促進するため、環境負荷の低減に向けた取組みや周辺対策が必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

計画的に事業を進め、効率的に実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

大阪国際空港における環境・安全対策を促進するため、市が主体的に実施する必要があります。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

大阪国際空港周辺都市対策協議会等を通じた国や空港管理運営者等に対する要望、空港管理運



料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 224

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 15 0 1 0 0 1

人 件 費 1,620 3,240 1,435 2,050 1,215 1,620

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 278 0 0 0 0 0

一 般 財 源 119 4 5 0 36 245

()内は人件費、公債費を含む (1,739) (3,244) (1,440) (2,050) (1,251) (1,865)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000889 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画
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基本政策 27

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

大阪国際空港周辺緑地関連業務 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課 230000 環境部 430000 都市基盤部 

事
業
の
概
要

目 的

空港周辺地域の航空機騒音による障害の防止と生活環境の改善を図ります。

対 象

市民

内 容

本事業で整備する緑地は、騒音等の緩衝機能を確保する閉鎖型緩衝緑地、市民の憩いの場などとなる
開放型緩衝緑地、市民の利用に供する施設等を整備した利用緑地の3種類になります。本市、大阪府
及び大阪国際空港の運営管理者等で定めた役割分担のもとで、これらの緑地の整備や維持管理を進め
ます。今後の事業の方向性等について、国、大阪府、大阪国際空港の運営管理者と協議・調整を行い
ます。また、走井緩衝緑地の地元による活用を継続するため、引き続き大阪国際空港の運営管理者や
地元との協議・調整を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 計画・仕組みづくり

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 ■府 ■国 ■ その他 （ 大阪国際空港の運営管理者 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

■ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO ■地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 397 4 5 0 36 245

()内は人件費、公債費を含む (2,017) (3,244) (1,440) (2,050) (1,251) (1,865)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 382 4 4 0 36 20

委 託



非投資的

000889 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 27

事 業 名
大阪国際空港周辺緑地関連業務

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

99 99 99 99 99 99

利用緑地の整備率
単位

横ばい

出典:担当課調査
％

46 46 46 46 46 46

緩衝緑地の整備率
単位

横ばい

出典:担当課調査
％

単位

出典:

事 業 の 効 果

空港周辺緑地の整備により、空港周辺地域の航空機騒音により生じる障害の防止と生活環境の改善が図られまし
た。

令 和 ３ 年 度
（仮称）原田緩衝緑地の整備の方向性等について、国、大阪府、空港管理運営者、地元と協議・調整を行いまし
た。

の 実 施 内 容 走井地区内緩衝緑地の利活用について、空港管理運営者や地元と協議・調整を行いました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

関係機関等との協議・調整 関係機関等との協議・調整 関係機関等との協議・調整 関係機関等との協議・調整

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

航空機騒音の防止など、環境対策としての緩衝機能を確保する必要があります。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

関係機関等と円滑に調整を行うことで、一定の効率性が確保できています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

市が関係機関や地元住民と調整を行う業務で、市が直接行う必要があります。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

空港周辺緑地の整備により、騒音障害の防止と生活環境の改善、地域のにぎわいの創出やコミュニティの活性化
などに寄与しました。

総 合 評 価

●拡充の方向で検討　○現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

大阪国際空港周辺地域整備構想に基づき、（仮称）原田緩衝緑地の整備や走井地区内緩衝緑地の利活用を進める
今後の取組み ため、引き続き関係機関等と協議・調整を行います。

備 考



399 375 336 327 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,309 1,448 1,675 1,678 107 121

人 件 費 8,100 30,780 30,340 12,710 10,125 8,100

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 81 35 49 74 32 2

一 般 財 源 2,890 2,511 2,729 2,420 492 349

()内は人件費、公債費を含む (10,990) (33,291) (33,069) (15,130) (10,617) (8,449)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000890 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画
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基本政策 22

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

空港を活かしたまちづくり推進事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課 210100 魅力文化創造課 210500 （文化芸術課） 211000 スポーツ振興課 212000 産業振興課 

事
業
の
概
要

目 的

重要な社会資源である大阪国際空港及び周辺地域の活性化を促進し、就航都市との連携強化と相互交
流を深めることにより、都市の活力や魅力の向上につなげます。

対 象

市民

内 容

空港運営管理者などの関係機関と連携し、就航都市との交流事業や空港でのイベントへの参画など、
大阪国際空港及び周辺地域の活性化の取組みを進めるとともに、移転補償跡地の活用について関係機
関と協議を進めます。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 空港で結ぶ友好都市提携に関する協定、災害時の相互応援に関する協定

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 2,971 2,546 2,778 2,494 524 351

()内は人件費、公債費を含む (11,071) (33,326) (33,118) (15,204) (10,649) (8,451)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 567 442 469 437 90 181

委 託 料 45 256 259 44 0 50

補 助 金 等 50



運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

コロナ禍により事業を縮小しましたが、就航都市情報の発信の充実、就航都市での市のPR、空港施設の見学会や
空港写真展などの空港周辺地域の活性化事業により、まちの魅力を高めることができました。
移転補償跡地の有効活用の具体的な取扱いに関する年次計画に基づき、関西エアポート株式会社と連携して移転
補償跡地の有効活用を進めることができました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き就航都市や大阪国際空港周辺地域活性化連絡会と連携し、具体的な交流事業や活性化イベントに取り組
今後の取組み みます。また、関西エアポート株式会社と連携し、移転補償跡地などの利活用を進めます。

備 考

非投資的

000890 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画
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基本政策 22

事 業 名
空港を活かしたまちづくり推進事業

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

12 9 10 11 1 3

就航都市交流事業数
単位

上向き

出典:担当課調査
件

7 5 5 7 2 2

大阪国際空港周辺地域活性化連絡会取組み
単位

事業数 上向き

出典:担当課調査
件

63 - - - 88 88

移転補償跡地売却率
単位

上向き

出典:担当課調査
％

事 業 の 効 果

空港と周辺地域が活性化し、本市の都市としての魅力が向上しました。

令 和 ３ 年 度
魅力発信コーナー（ＴＩＰ）におけるパネル展示とデジタルサイネージ、函館空港におけるＰＲ事業、メールマ
ガジンや豊中まつりにおける就航都市情報の発信に取り組むとともに、空港施設の見学会や空港写真展などの空

の 実 施 内 容 港周辺地域の活性化事業を行いました。また、移転補償跡地の活用について関係機関と協議を進めるとともに、
地域再生計画の目標達成度の評価を行いました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・空港写真展WEB展示 ・空港写真展WEB展示 ・空港写真展巡回展示 ・メールマガジン配信
・メールマガジン配信 ・空港写真展巡回展示 ・WEB豊中まつりへの就航都 ・移転補償跡地関係機関協議
・移転補償跡地関係機関協議 ・メールマガジン配信 市情報掲載 ・地域再生計画の目標達成度

・移転補償跡地関係機関協議 ・空港見学ツアー 評価
・函館空港におけるPR事業 ・メールマガジン配信 ・函館空港におけるPR事業

・移転補償跡地関係機関協議
・パネル展示及びデジタルサ
イネージによるPR映像の放映
・函館空港におけるPR事業

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

大阪国際空港の潜在能力を活かし、豊中のまちの活力向上につなげる必要があります。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

都市間交流や空港周辺地域の土地利用促進などは、相手側のニーズに左右される面を持つため、必ずしも効率的
に事業を進められない部分があります。

Ｃ.



含む (14,590) (0) (0) (15,026) (13,870) (15,169)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

投資的

051090 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画
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基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

大阪国際空港周辺地区整備事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

計画的な周辺整備により、大阪国際空港周辺の住民に対する航空機騒音による障害の防止又は軽減、
生活環境の改善等を図ります。

対 象

市民

内 容

都市計画緑地における緩衝緑地整備事業や「大阪国際空港周辺地区整備計画（案）」を見直し、「大
阪国際空港周辺地域整備構想」を策定します。

分 類 自治事務 投資的 種 別 投資系事務

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 ■府 ■国 ■ その他 （ 大阪国際空港の運営管理者 ）

関 連 団 体
整 備 場 所

整 備 概 要

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

■ 大阪府条例・規則・要綱、計画等 大阪国際空港周辺整備計画

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 大阪国際空港周辺地区整備計画

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 4,870 0 0 7,646 8,200 5,449

()内は人件費、公債費を含む (14,590) (0) (0) (15,026) (13,870) (15,169)

細
事
業
費
内
訳

工 事 費 0 0 0 0 0 0

用 地 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 4,290 0 0 7,601 8,151 4,873

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 580 0 0 45 49 576

人 件 費 9,720 0 0 7,380 5,670 9,720

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 4,870 0 0 7,646 8,200 5,449

()内は人件費、公債費を



投資的

051090 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
大阪国際空港周辺地区整備事業

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

44 46 44 44 44 44

公園・防火水槽等の整備箇所数
単位

横ばい

出典:担当課調査
㎡

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

大阪国際空港周辺の住民に対する航空機騒音による障害の防止又は軽減、生活環境の改善等を進めることができ
ました。

令 和 ３ 年 度
市民説明会、パブリックコメントを経て、「大阪国際空港周辺地域整備構想」を策定しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

大阪国際空港周辺地域整備構 大阪国際空港周辺地域整備構 大阪国際空港周辺地域整備構 「大阪国際空港周辺地域整備
想」の検討 想」の市民説明会 想」のパブリックコメント 構想」の策定

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

空港周辺地域の生活環境の改善や活性化を図るため、現行計画（案）の見直しが必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

令和元年度プロポーザル方式により選定した業者と随意契約しました。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

コンサルタント事業者

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

大阪国際空港周辺地域整備構想策定業務を委託しました。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

市民説明会、パブリックコメントを経て、大阪国際空港周辺地域整備構想を策定しました。

総 合 評 価

●拡充の方向で検討　○現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

大阪国際空港周辺地域整備構想に基づき、（仮称）原田緩衝緑地の整備・管理運営事業に向けて取組みを進めま
今後の取組み す。

備 考



0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 4,500 0 0 0 0 4,500

人 件 費 3,159 1,215 1,230 3,608 4,455 3,159

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 86 86 97 89 71 63

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 15,414 5,414 5,403 5,393 5,425 15,436

()内は人件費、公債費を含む (18,573) (6,629) (6,633) (9,001) (9,880) (18,595)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等 大阪府

制 度 の 名 称 等 大阪版地方分権推進制度実施要綱

補助率・補助額等

非投資的

000310 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

豊中商工会議所関係業務 区 分 拡充
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

商工会議所が実施する中小企業相談所事業に対し補助金を交付し、各事業所個別の経営力強化を促進
することで市内商工業の発展を図ります。また、その事業の適正かつ円滑な実施に資するため、商工
会議所法に係る定款変更の届出受付等の事務を行います。

対 象

事業者その他団体
商工会議所

内 容

商工会議所が実施する中小企業相談所事業に対する補助金の交付等を実施します。また、商工会議所
法にかかる定款変更の届出受付等の事務を行います。令和3年度は、事業者のIT化推進のための専門
家の派遣を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 商工会議所法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中商工会議所事業補助金交付要綱、豊中市中小企業チャレンジ促進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 15,500 5,500 5,500 5,482 5,496 15,499

()内は人件費、公債費を含む (18,659) (6,715) (6,730) (9,090) (9,951) (18,658)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 500 500 500 482 496 499

補 助 金 等 10,500 5,000 5,000 5,000 5,000 10,500

扶 助 費 0 0 0



ら実施していま
す。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

中小企業相談所事業に対する補助や共同事業を実施した結果、中小企業者に対するきめ細やかな支援につながり
ました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

商工会議所の中小企業相談所事業は、会員外の相談件数が増加しており、今後も継続した支援策が必要です。
今後の取組み 令和3年度も新型コロナウイルス感染症の影響が継続しており、危機関連保証は修了したものの、セーフティネ

ット保証4号は発動されているため、令和4年度も補助金額を増額とします。

備 考

非投資的

000310 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
豊中商工会議所関係業務

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

10,500 5,000 5,000 5,000 5,000 10,500

補助金額
単位

上向き

出典:担当課調べ
千円

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

商工会議所が実施する中小企業相談所事業への補助等を通じて、経営力強化が進み、市内産業の発展が図られま
した。また、商工会議所法に基づく商工会議所の報告の受理等を行うことで、その事業の適正円滑な実施につな
がりました。

令 和 ３ 年 度
商工会議所が実施する中小企業相談所事業に対し、新型コロナウイルス感染拡大のもとで疲弊した中小企業を支
援するため補助金を増額して交付しました。また、商工会議所法に係る定款変更の届出受付等の事務や、事業者

の 実 施 内 容 のＩＴ化を推進するための専門家の派遣、ＢＣＰの策定支援を行いました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

補助金の申込 ITコンシェルジュ派遣 BCP策定支援事業の実施 補助金の交付
定款変更受付等 ITコンシェルジュ派遣 ITコンシェルジュ派遣
ITコンシェルジュ派遣

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

商工会議所に対して、どのような支援が市の産業振興につながるのか、密な連携を図りながら実施しています。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

商工会議所に対して、どのような支援が市の産業振興につながるのか、密な連携を図りながら実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

商工会議所法に基づく届出受付事務等を市が実施するとともに、商工会議所が実施する中小企業相談所事業に対
し事業補助を行っています。また、共同事業を実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

補助事業の対象について、どのような支援が市の産業振興につながるのか、密な連携を図りなが



2 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 144,795 55,041 53,691 30,134 85,166 103,238

()内は人件費、公債費を含む (159,537) (66,624) (65,417) (41,696) (98,531) (117,980)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 367 232 434 248 248 154

委 託 料 0 5,198 4,258 0 0 0

補 助 金 等 36,000 635 1,497 3,000 0 16,410

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 108,428 48,975 47,502 26,886 84,918 86,674

人 件 費 14,742 11,583 11,726 11,562 13,365 14,742

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 144,795 55,041 53,691 30,134 85,166 103,238

()内は人件費、公債費を含む (159,537) (66,624) (65,417) (41,696) (98,531) (117,980)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000321 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 21

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

企業立地促進事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 211500 空港課 230100 環境政策課 260500 固定資産税課 400500 都市計画課 402500 開発審査課 403000 建築

事
業
の
概
要

目 的

経済の活性化及び市民生活の向上に資するため、企業の立地にかかる奨励措置を講じるとともに、地
域特性にそった土地利用の誘導施策等により住宅と事業所が共存・共生することで、事業所の安定し
た操業環境の維持・形成を図り、企業の立地を促進する。

対 象

事業者その他団体
事業者

内 容

企業立地促進計画に基づき、準工業地域・工業地域における住工混在を防止し、事業用地として適切
な土地利用の誘導を図ります。令和3年度は、産業誘導区域内への※重点エリアの指定に向け、関係
者（地権者や土地建物の所有者）へのヒアリングを行い、土地利用規制の合意形成等を推進していき
ます。
※重点エリア：産業誘導区域の中でも、操業環境の維持・形成を最優先し、土地利用規制の導入や立
地支援施策の拡充により、事業所の集積を誘導し、産業振興を図る区域

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 複数年度 平成25 年度　（ 2013 年度 ） ～ 令和09 年度　（ 2027 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市企業立地促進計画、豊中市企業立地促進条例、豊中市産業振興ビジョン、豊中市

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R0



おり、事業を効率的に進めることができています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市内への新たな事業所の立地に対して、市が直接支援する事業です。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

今後、市外からの積極的な企業立地に取り組むのであれば、一部を専門の事業者に委託することも考えられます
が、現在の取り組みを継続するのであれば市が直接実施することが妥当です。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

本事業の一番の成果は、市が市内産業・市内の事業者を積極的に応援していることが、市内の事業者に伝わって
きていることです。このことは、地域産業の活性化を進めるうえで、何よりも重要な土台作りとなっています。

総 合 評 価

●拡充の方向で検討　○現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

重点エリアの指定に向けた取組みのほか、企業立地促進計画に基づく施策を展開していきます。
今後の取組み

備 考

非投資的

000321 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 21

事 業 名
企業立地促進事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

5 4 5 9 5 4

新規指定件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

32 24 22 22 25 26

奨励金交付件数
単位

上向き

出典:担当課調べ
件

136,249 44,001 42,453 22,591 80,501 86,674

奨励金交付金額
単位

横ばい

出典:担当課調べ

事 業 の 効 果

関係課との連携により、企業立地促進計画おける施策の幅広い周知を行い、今後の指定予定事業者からの問い合
わせや、住宅建築時の近隣事業者等への説明についての事業者からの問い合わせが増加しました。

令 和 ３ 年 度
立地促進奨励金の交付や宅地建物取引業者を対象とした用途地域の趣旨等の説明、建築主を対象とした市との事
前協議などの施策を展開し、安定した操業環境の維持・形成を図りました。また、重点エリアの指定に向けて、

の 実 施 内 容 関係者（地権者や建物の所有者）への説明、合意形成を図り条例改正を行いました。（指定は令和4年4月1日）

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

制度案内 制度案内 制度案内 制度案内
企業立地促進計画に基づく施 新規指定手続き 新規指定手続き 奨励金の交付
策の実施 企業立地促進計画に基づく施 企業立地促進計画に基づく施 新規指定手続き

策の実施 策の実施 企業立地促進計画に基づく施
策の実施
重点エリア指定に向けた手続
き（市議会議案提出）

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

単に事業所による市内への投資を支援するという事業にとどまらず、市として事業者による産業活動を応援する
姿勢を示した事業となっており、地域産業の活性化を進めるにあたって重要な役割を果たしている事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

積極的に市外からの企業立地を進めるとすれば、市外企業に向けて積極的に営業活動をおこなっていく必要があ
りますが、市内事業者への支援を中心に取り組んで



0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 1,508 896 923 695 602 670

()内は人件費、公債費を含む (2,723) (2,516) (2,563) (2,499) (1,169) (1,885)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000327 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

情報調査提供事業(産業関連) 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

行政施策等といった産業関連情報や中小企業の取組事例を紹介することにより、市内中小企業の支援
制度の活用や経営改善への取組みとともに、市内事業所の紹介を通じて取引等のきっかけづくりを促
し、地域経済活性化をめざします。

対 象

事業者その他団体
事業者、関係機関

内 容

国・府・市等が展開する行政施策や他の取組み等について、経営レポート、メールマガジンなどによ
り、市内事業者等に対して情報提供します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 昭和54 年度　（ 1979 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン、豊中市産業振興ビジョン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 1,508 896 923 695 602 670

()内は人件費、公債費を含む (2,723) (2,516) (2,563) (2,499) (1,169) (1,885)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 266 415 412 222 24 232

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 1,242 481 511 473 579 439

人 件 費 1,215 1,620 1,640 1,804 567 1,215

公 債 費 0 0 0 0 0



ており、その面においては成果は出ています。ただし、より多くの支
援情報を提供することができれば、より効果が上がることが考えられます。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

情報発信媒体の主軸を、経営レポートやＦＡＸ通信といった紙媒体から、メルマガ等のデジタルツールに移して
今後の取組み いきます。発信チャンネルを増やすことができれば、より多くの支援情報を事業者に伝えることが可能となりま

すが、費用対効果も考えながら、より効果的・効率的な情報発信手法の検討を進めます。

備 考

非投資的

000327 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
情報調査提供事業(産業関連)

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

3,500 7,368 7,018 3,506 0 0

経営レポート延べ配信先数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
部

6,100 5,083 6,099 6,119 6,432 5,855

FAX通信・メルマガ延べ発送先数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
部 

単位

出典:

事 業 の 効 果

国・府・市の行政施策などを紹介することで、施策を効果的に実施することができました。令和3年度は引き続
き、新型コロナウイルス感染症に対する支援策の連絡等、事業者にとってすぐに必要となる情報も多かったため
、情報発信の必要性が増しました。

令 和 ３ 年 度
対象や発信時期に応じて、より効果的な手法・チャンネルで新型コロナウイルス感染拡大の影響に対する支援策
や市の施策等の情報発信を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

メールマガジンの配信 メールマガジンの配信 メールマガジンの配信 メールマガジンの配信
コロナ対策事業等各種施策案 コロナ対策事業等各種施策案 次年度新規施策事業等案内の
内の一斉発送 内の一斉発送 一斉発送

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

地域産業活性化の担い手である市内の事業者に対して、市の施策などを伝える事業となっています。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

特定の対象者を限定しての郵送や、メルマガを基本に情報提供をしていますが、発信チャンネルを増やすことが
できれば、より効果的に事業者に情報を伝えることが可能になります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市の施策に関する情報を発信しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

市の施策に関する情報を発信しています。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

事業者に直接支援施策を伝える事業となっ



4 4 4 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 1,932 0 0

そ の 他 2,246 156 125 143 2,018 2,125

人 件 費 1,701 4,959 4,874 3,280 2,349 1,701

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 2,265 178 151 2,096 2,035 2,142

()内は人件費、公債費を含む (3,966) (5,137) (5,025) (5,376) (4,384) (3,843)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028261 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

企業人権啓発事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 160100 人権政策課 

事
業
の
概
要

目 的

豊中企業人権啓発推進員協議会の設立以来、その事務局を担っており、公正採用選考の確立を図ると
ともに事業所内従業員に対する人権研修の計画・実施を推進するために協議会や人権啓発推進員の活
動を積極的に支援します。

対 象

事業者その他団体
会員企業

内 容

豊中企業人権啓発推進員協議会の事務局として、組織の活性化、会員相互の情報共有、課題認識を図
るため、総会や役員会、研修会、フィールドワーク、人権文化まちづくり協会との交流会など協議会
の事業に積極的に関わるとともに、未加入企業に対する加入勧奨や人権研修等各種研修情報を提供し
ます。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 昭和56 年度　（ 1981 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 大阪労働局公正採用選考人権啓発推進員設置要綱

■ 大阪府条例・規則・要綱、計画等 大阪府公正採用選考人権啓発推進員設置要綱

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 同和行政推進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 2,265 178 151 2,096 2,035 2,142

()内は人件費、公債費を含む (3,966) (5,137) (5,025) (5,376) (4,384) (3,843)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 19 17 22 17 17 17

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0



○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き、市が事務局を担いながら、組織の活性化、会員相互の交流を図るため、総会や役員会、フィールドワ
今後の取組み ーク、人権文化まちづくり協会との交流会など、協議会の事業に積極的に関わるとともに、未加入企業に対する

加入勧奨や各種人権研修等の情報提供を行っていきます。

備 考

非投資的

028261 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
企業人権啓発事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

134 140 137 134 134 133

会員数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
事業所

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

同和問題を始めとする人権問題についての正しい理解と認識を深める人権啓発推進員の活動や、就職の機会均等
を通じて、人権尊重社会の実現を図ります。

令 和 ３ 年 度
令和3年度も新型コロナウイルス感染症の影響は継続しており、研修会・フィールドワークは中止しました。総
会・役員会は書面開催となりましたが、人権文化まちづくり協会との交流会は開催し、三役会は1回目が会場開

の 実 施 内 容 催、2回目がオンライン開催で実施しました。また、40周年記念事業を文化芸術センターで実施しました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

実施（三役会）、書面審議（ 人権文化まちづくり協会との 実施（加入勧奨）、オンライ
総会・役員会） 交流会 ン会議（三役会）

40周年記念事業

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市内企業における同和問題をはじめとする様々な人権の課題解決とともに、研修と啓発の充実及び公正な就職機
会均等を図ることを目的に設置された豊中企業人権啓発推進員協議会の事務局を担っています。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

市が事務局を担っていることにより、協議会会員に円滑かつ均等に情報提供や事業の実施を行うことができます
。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市が事務局運営を行っています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

協議会会員への情報提供や研修事業等を実施します。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

協議会の会員間で啓発事業やセミナーの参加、社内研修の実施に努めています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　



,245)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 139 156 5 154 125 137

委 託 料 990 248 464 495 495 499

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,780 2,250 2,397 2,378 2,356 2,562

人 件 費 7,047 5,994 6,068 5,904 6,642 7,047

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 1,993 1,233 1,095 1,091 1,058 862

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 1,916 1,421 1,772 1,937 1,918 2,336

()内は人件費、公債費を含む (8,963) (7,415) (7,840) (7,841) (8,560) (9,383)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028288 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

大規模小売店舗立地法関係事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 230100 環境政策課 233500 事業ごみ指導課 400500 都市計画課 402500 開発審査課 403000 建築審査課 404000

事
業
の
概
要

目 的

地域住民の意見を反映しつつ、大規模小売店舗立地法に基づき、豊中市の意見を設置者へ伝えること
により、大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持を図ります。

対 象

事業者その他団体
大店設置者

内 容

大規模小売店舗立地法に基づく、大規模小売店舗の新設及び届出事項の変更の届出にかかる公告、縦
覧等の手続き並びに周辺生活環境の保持の観点からの意見に関する事務を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 大規模小売店舗立地法、大規模小売店舗立地法施行令、大規模小売店舗立地法施行規則

■ 大阪府条例・規則・要綱、計画等 大阪府商工行政事務に係る事務処理の特例に関する条例

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市大規模小売店舗立地審議会規則、豊中市大規模小売店舗立地法手続要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 3,909 2,654 2,867 3,028 2,976 3,198

()内は人件費、公債費を含む (10,956) (8,648) (8,935) (8,932) (9,618) (10



非投資的

028288 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
大規模小売店舗立地法関係事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

7 8 7 6 5 3

大店立地法対象案件出現件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市が大型店への来客、物流による交通・環境問題等の周辺生活環境への影響について適切な対応を図ることが必
要との観点から、地域住民の意見を反映しつつ、大型店と周辺の生活環境との調和を図っていきました。

令 和 ３ 年 度
設置者からの新設や変更などの届出について、受理しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

届出受理 届出受理 届出受理 届出受理

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

大規模小売店舗立地法に基づく業務です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

今後、豊中市の特性に応じた業務のあり方に見直すことは可能です。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

平成24年度より大規模小売店舗立地法に基づく届出事務を大阪版権限移譲により大阪府より引き継いでいます。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

大規模小売店舗立地審議会で審議の上、市の意見形成を行い、設置者に伝えていきます。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

大規模小売店舗への来客、物流による交通・環境問題等の周辺生活環境への影響について適切な対応を図ること
ができています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も届出書が法に定める指針等に基づいた適切な内容となっているか技術的な視点から確認を行うため、一部
今後の取組み 業務の委託などを行いながら本業務を遂行します。

備 考



6 51 110 0 0

一 般 財 源 0 5,101 5,107 6,012 0 0

()内は人件費、公債費を含む (0) (12,877) (12,979) (12,326) (0) (0)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028306 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

とよなか産業フェア 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市民に市内事業者等を紹介することで、豊中市の産業・事業者のポテンシャルや市内企業の事業活動
に対する理解を深めてもらいます。

対 象

事業者その他団体
事業者、市民、豊中の産業に関心のある者

内 容

市内事業者等による製品の展示・仕事体験・商品の販売等を通じて、豊中の産業と事業者を広く市民
に知ってもらう取組みを実施します。令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響が予想される
ため休止します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成21 年度　（ 2009 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 中止 中止

事 業 費 総 額 0 5,167 5,158 6,122 0 0

()内は人件費、公債費を含む (0) (12,943) (13,030) (12,436) (0) (0)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 8 39 5 0 0

委 託 料 0 4,588 4,513 5,811 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 571 606 305 0 0

人 件 費 0 7,776 7,872 6,314 0 0

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 6



いて広く知ってもらうため、今後も継続して取り組んでいきます。
今後の取組み 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2年度・令和3年度は開催を中止しています。

備 考

非投資的

028306 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
とよなか産業フェア

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

0 39 34 39 0 0

参加事業所（団体）数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
事業所

0 5,000 1,500 11,500 0 0

来場者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

事 業 の 効 果

豊中の産業・事業所を周知することができるため、産業振興の機運を高めることができます。また、参加事業所
においては、自社をPRする機会や、交流会等を通じて、ビジネスマッチングの機会を得る等の効果があります。
令和3年度も新型コロナウイルス感染症の影響が継続しており、産業フェアの開催を中止しました。

令 和 ３ 年 度
新型コロナウイルス感染拡大の影響により、産業フェアの開催を中止しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

中止 中止 中止 中止

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民に豊中の産業や技術・商品・サービス等について知ってもらう重要な機会となっており、その必要性は高い
です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

広報やイベントの設営などを委託しており、効率的に事業を実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

広報やイベントの設営などを専門の事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

効率よく事業を運営できており、実施方法は妥当です。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市民に豊中の産業を知ってもらう機会となっており、体験コーナーを充実させたことなどにより、多くの来場者
がありました。また、実施報告を兼ねた、出展事業者を紹介するパンフレットを作成し、広く豊中の産業の周知
を図りました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

市民に豊中の産業につ



そ の 他 141 0 0 3 0 0

人 件 費 5,184 6,642 6,724 5,330 3,078 5,184

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 1,000 0 0 0 0 0

一 般 財 源 7,041 8,952 3,812 3,183 5,265 3,543

()内は人件費、公債費を含む (12,225) (15,594) (10,536) (8,513) (8,343) (8,727)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028364 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

中小企業チャレンジ事業補助関係 区 分 拡充
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市内中小企業者等が新たに取り組む事業で、市内事業者のビジネス拡大や市内での消費拡大が期待さ
れるものに対し、市から補助金を交付することより、事業所の経営力強化を図ります。

対 象

事業者その他団体
事業者

内 容

新商品や新技術開発、新規店舗展開、新たな販路開拓事業などの新規事業（ビジネス）に取り組む市
内中小企業者等に対して審査により補助対象事業を決定し、補助金を交付します。
令和3年度は移動販売用車両の改造費も補助対象とします。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン、豊中市産業振興ビジョン、豊中市中小企業チャ

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 8,041 8,952 3,812 3,183 5,265 3,543

()内は人件費、公債費を含む (13,225) (15,594) (10,536) (8,513) (8,343) (8,727)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 500 500 0 0 0

補 助 金 等 7,900 8,452 3,312 3,180 5,265 3,543

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0



変更を行い、事業者の新たなチャレンジを支援してきましたが、新型コロナウイル
今後の取組み ス感染症の影響が大きい今、本補助金の必要性はますます高くなっています。

備 考

非投資的

028364 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
中小企業チャレンジ事業補助関係

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

10 10 11 7 13 7

補助金申込件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

5 6 4 2 5 4

補助金交付対象件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

事 業 の 効 果

市内事業者のビジネスチャンスや市内での消費を拡大しました。

令 和 ３ 年 度
新規事業（ビジネス）に取り組む市内中小企業者を対象に補助金を交付しました。令和3年度より移動販売用車
両の改修費用も補助対象とするとともに、補助金の上乗せ対象とし、業態転換時にも利用できるよう制度を改正

の 実 施 内 容 しました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

事業周知 交付対象事業進捗管理 交付対象事業進捗管理 交付手続き
募集申込受付
募集交付決定

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

資金面から、市内中小企業による新たなチャレンジを促進するために、必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

採択事業の進捗確認と実績報告の取り纏めについて、効率性の検討が必要です。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

採択事業の進捗確認や実績報告の取り纏めなど、一部を外部に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

現在の方式が妥当と考えますが、申込に向けた事業計画の策定への支援を外部委託することも考えられます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

豊中市中小企業チャレンジ促進プランでは、環境の変化に対応できる、自立した企業が育つことを応援すること
を掲げており、本補助金は市内中小企業にチャレンジを促し、プランの趣旨に沿った支援を展開する事業となっ
ています。

総 合 評 価

●拡充の方向で検討　○現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

事業者ニーズに合わせて制度



0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 2,626 500 500 425 220 1,157

()内は人件費、公債費を含む (4,165) (4,550) (4,600) (2,639) (544) (2,696)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028366 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

産業フェア（ビジネスマッチング関連） 区 分 拡充
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

事業所同士の連携、取引の拡大等、市内外の企業間交流を促進し、ビジネスチャンスの創出を図りま
す。さらに、豊中の産業と恵まれた立地環境を広くＰＲすることで、企業立地の促進を図ります。

対 象

事業者その他団体

内 容

市が展示会に出展することで、豊中の産業・事業所と本市の産業支援機能のPRを図ります。
令和3年度は、販路開拓につながるビジネスマッチングの機会を増やすため、展示会の出展料補助を
行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成23 年度　（ 2011 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 2,626 500 500 425 220 1,157

()内は人件費、公債費を含む (4,165) (4,550) (4,600) (2,639) (544) (2,696)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 2,625 500 500 425 220 1,157

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 1 0 0 0 0 0

人 件 費 1,539 4,050 4,100 2,214 324 1,539

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金



　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

令和3年度からは、市内中小企業のビジネスチャンスの創出のため、産産学ビジネスマッチングフェアへの出展
今後の取組み のみならず、事業者が他の展示会への出展した際の出展料補助金の交付も行っています。

備 考

非投資的

028366 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
産業フェア（ビジネスマッチング関連）

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

15 16 16 13 0 10

参加事業所数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
事業所

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市が展示会に出展することで、豊中の産業・事業所と産業支援機能のＰＲを行うことができます。
また、市内の中小企業者に展示会への出展料補助を行うことで、ビジネスチャンスの創出を図ります。

令 和 ３ 年 度
12月に開催されたビジネスマッチングフェアに市がブースを出展し、豊中の産業・事業所と本市の産業支援機能
のＰＲを行いました。また、出展料補助として展示会に出展された事業者に補助金を交付しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

出展準備 出展準備 出展準備 次年度に向け準備
出展料補助 出展料補助 出展料補助 出展料補助

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市内中小企業がビジネスチャンス拡大の場に出展することを促すとともに、地域の企業等に対して豊中市の産業
について知ってもらう機会を設けることができています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

主催者との協定を結び、事務手続きなどの役割分担を行うことで効率的に実施できています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

主催者との協定に従い、出展料の一部を補助しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

主催者との役割分担からも、現在の実施方法が妥当だと考えられます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

実際に出展した企業にとって、自社の事業を広く知ってもらうという面で成果があったと考えられます。また、
豊中市の産業についてPRすることで、市内外の企業等に知ってもらうことができました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討



委 託 料 8,500 10,873 15,435 10,755 10,878 8,499

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 181 465 422 180 70 0

人 件 費 5,670 13,689 13,858 6,642 5,913 5,670

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 1 0 0 0 0

一 般 財 源 8,681 11,343 15,863 10,935 10,948 8,499

()内は人件費、公債費を含む (14,351) (25,032) (29,721) (17,577) (16,861) (14,169)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

032012 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

中小企業チャレンジ支援事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市内事業者の経営状況等を把握し、その抱えている課題に対するセミナーや経営力強化の取り組みを
提供するとともに、事業者同士が交流・連携する場の提供等を通じて、市内事業者等による自主的・
自立的な事業活動が展開される環境の整備を図ります。

対 象

事業者その他団体
事業者

内 容

事業所訪問等を通じて、経営課題を把握するとともに、関係機関との連携による課題解決のためのセ
ミナーの開催や事業者間の交流・連携の場を提供します。
平成29年度に改定した中小企業チャレンジ促進プランにもとづき、産業支援機関と事業所や、事業所
間の連携コーディネートなどの事業を進めています。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 豊中商工会議所、日本政策金融公庫

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン、豊中市産業振興ビジョン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 8,681 11,344 15,863 10,935 10,948 8,499

()内は人件費、公債費を含む (14,351) (25,033) (29,721) (17,577) (16,861) (14,169)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 5 6 0 0 0



ジに踏み出す企業
が出てきており、本市の産業振興の中核を成す事業の一つとして非常に重要な事業となっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

社会経済状況など、中小企業を取り巻く環境が大きく変化していることから、常に事業者の置かれている状況を
今後の取組み 把握しながら、適切な施策を提供していくためにも、本事業を継続して実施していくことが重要です。

備 考

非投資的

032012 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
中小企業チャレンジ支援事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

55 88 59 56 53 48

新たな事業展開などのチャレンジに踏み出
単位

す事業所 横ばい

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

新たな事業展開など、チャレンジに踏み出す事業者を支援することで、市内の産業振興・経済活性化につながる
取組みが生まれています。

令 和 ３ 年 度
新型コロナウイルス感染拡大の影響により、事業所訪問や会場でのセミナー開催等は制限されましたが、オンラ
インでのセミナーの開催等、従来とは異なる形式での交流や連携の場づくりにつながりました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

事業所訪問 事業所訪問、セミナー等実施 事業所訪問、セミナー等実施 事業所訪問、セミナー等実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市内中小企業の実態を把握するとともに、新たな経営に関する知識の提供や、市内事業所同士が交流できる場の
提供、事業所間の連携をコーディネートすることは、市内の産業振興・経済活性化のために必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

セミナーの企画・運営、事業所訪問などを外部委託することにより、効率的に事業を運営できています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

セミナーの企画・運営や事業所訪問の際の同行等を、外部の事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

市も積極的にかかわりながら、一部を外部に委託することで効率的に事業が運営できており、とよなか・起業チ
ャレンジセンター事業とも連携しながら実施できていることから、妥当だと考えています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

本事業によって新たに情報を行き来する関係を培った市内中小企業の中から、新たなチャレン



0 0

補 助 金 等 10,361 4,251 5,925 7,610 64,854 3,798

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 7 0 0 3 95 0

人 件 費 3,564 6,318 6,314 5,248 7,290 3,564

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 60,000 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 10,368 4,251 5,925 7,613 5,185 3,798

()内は人件費、公債費を含む (13,932) (10,569) (12,239) (12,861) (12,475) (7,362)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

037660 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

産業振興補助金事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市内中小企業者の借入に係る負担の軽減、商店街の整備等の事業及び市内商業団体自らを発展向上さ
せるための事業、人材育成への支援を通じ、市内産業の振興を図ります。

対 象

事業者その他団体
・市内に事業所を有する中小企業者
・商業団体
・構成員の3分の2以上が事業所の拠点を市内に有する中小企業者で組織される団体

内 容

市内事業者の借入にかかる信用保証料や利子の助成、商業団体に対する調査・研究・研修等の事業補
助、街路灯・防犯カメラなど公共性の高い施設の設置補助及び市内中小企業者で組織される団体が人
材育成を図るために行う各種研修の補助を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 昭和36 年度　（ 1961 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 商店街振興組合法、中小小売商業振興法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業人材育成支援補助金交付要綱、「大阪府小規模資金」信用保証料助成制

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 10,368 4,251 5,925 7,613 65,185 3,798

()内は人件費、公債費を含む (13,932) (10,569) (12,239) (12,861) (72,475) (7,362)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 236 0

委 託 料 0 0 0 0



内中小企業者への資金繰り支援や商業団体による事業支援等が進み、市内産業の
振興につながっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も市内中小企業者への資金繰り支援や商業団体による事業支援等のため、補助を継続実施します。
今後の取組み

備 考

非投資的

037660 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
産業振興補助金事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

480 289 388 486 727 318

金融関係助成件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

5 6 4 5 4 4

商業団体等実施事業数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
事業

単位

出典:

事 業 の 効 果

中小企業者の資金繰りの負担を軽減することができるとともに、商業団体等への支援を通じ、まちのにぎわいづ
くり、地域経済の活性化、安心・安全なまちづくりや、中小企業者の人材育成につながります。

令 和 ３ 年 度
市内中小企業者の資金繰りの負担軽減や、市内商業団体が自らを発展向上させるために実施する事業への補助を
行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

朝市等、商業団体等が実施す 朝市等、商業団体等が実施す 朝市等、商業団体等が実施す 朝市等、商業団体等が実施す
るイベント等への補助 るイベント等への補助 るイベント等への補助 るイベント等への補助
事業者への各種金融関係助成 事業者への各種金融関係助成 事業者への各種金融関係助成 事業者への各種金融関係助成
施策の実施 施策の実施 施策の実施 施策の実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市内中小企業者への資金繰り支援や、新たな事業や取り組みを進めている団体への支援等を通じた市内産業の振
興のため、補助をする必要があります。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

補助制度を活用することで、市内中小企業者への資金繰り支援や商業団体による事業支援等が進み、市内産業の
振興につながっています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

事業費等の一部を補助しています。

実
施
方
法

○妥当　　　●要改善

補助の要件や費目など、社会状況の変化に伴い、随時見直しが必要です。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

補助制度を活用することで、市



(5,342) (5,431) (5,806) (6,941) (9,454)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

037662 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

金融支援事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市内中小企業の資金繰りを支援します。

対 象

事業者その他団体
事業者

内 容

市内中小事業者の金融相談窓口を設置し、助言等を行うとともに、特定中小企業者等の認定を行いま
す。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 昭和33 年度　（ 1958 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 中小企業信用保険法、特定中小企業者認定要領

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 7,417 2,102 2,151 2,198 2,324 7,186

()内は人件費、公債費を含む (9,685) (5,342) (5,431) (5,806) (6,941) (9,454)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 1 0 5 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 7,416 2,102 2,147 2,198 2,324 7,186

人 件 費 2,268 3,240 3,280 3,608 4,617 2,268

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 7,417 2,102 2,151 2,198 2,324 7,186

()内は人件費、公債費を含む (9,685)



託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

今後も日本政策金融公庫や豊中商工会議所、地域金融機関などの関係機関と協力し、市内中小企業者の資金繰り
支援体制の充実を図ります。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

融資相談や、特定中小企業者等の認定による市内中小企業者の資金繰り支援に一定の効果を果たすとともに、「
とよなか創業ナビ」の実施により、支援体制を充実しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き専門職員を配置し、日本政策金融公庫の相談窓口（月1回）を設置するとともに、「とよなか創業ナビ
今後の取組み 」のネットワークを活用・充実することで、市内中小企業者の資金繰りに関する相談体制の充実を図ります。ま

た、セーフティネット保証制度等の国や府の融資制度が利用できるよう特定中小企業者等の認定を行います。

備 考

非投資的

037662 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
金融支援事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

12 31 16 25 2 1

相談件数
単位

下向き

出典:担当課調べ
件

200 79 113 218 4,048 608

認定件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

事 業 の 効 果

公的融資制度（日本政策金融公庫・大阪府制度融資）を活用しやすくなるよう相談体制を整えることで、市内中
小企業者の資金繰りを支援します。また、認定書を発行することで市内の中小企業者が特定中小企業者等に係る
融資を利用できるようになります。

令 和 ３ 年 度
事業者に公的融資制度や国の金融支援策を紹介するとともに、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた事業
者が融資を利用できるように、特定中小企業者の認定書の発行を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

公的な機関による融資制度を 公的な機関による融資制度を 公的な機関による融資制度を 公的な機関による融資制度を
活用しやすくなるよう金融相 活用しやすくなるよう金融相 活用しやすくなるよう金融相 活用しやすくなるよう金融相
談を実施 談を実施 談を実施 談を実施
市内事業者が融資を受けやす 市内事業者が融資を受けやす 市内事業者が融資を受けやす 市内事業者が融資を受けやす
くするために、特定中小企業 くするために、特定中小企業 くするために、特定中小企業 くするために、特定中小企業
者の認定書を発行 者の認定書を発行 者の認定書を発行 者の認定書を発行

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

融資相談窓口の設置や特定中小企業者の認定は、市内中小企業者の円滑な資金繰りのために必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

専門職員を配置し、公的な融資の相談窓口を設置しています。また、関係機関とのネットワークによる「とよな
か創業ナビ」を実施し、より効果的な相談体制を構築しました。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委



,705

補 助 金 等 16,446 13,621 13,829 14,120 15,410 14,347

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 1,145 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 7 7 8 8 0

人 件 費 4,698 5,994 6,150 3,608 4,617 4,698

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 18,446 13,628 13,998 14,127 16,562 16,052

()内は人件費、公債費を含む (23,144) (19,622) (20,148) (17,735) (21,179) (20,750)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028365 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

とよなか起業・チャレンジセンター 区 分 拡充
施 設 コ ー ド 151001001 とよなか起業・チャレンジセンター

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

センターの施設管理・運営や会員起業家の支援を中心としながら事業者からの相談に対応し、「中小
企業チャレンジ支援事業」と連携しながら市内の事業者の支援をはかっていきます。

対 象

事業者その他団体
事業者、これから起業を考えている方

内 容

会員起業家を支援するとともに、地域の中小企業者等を支援する拠点である「とよなか起業・チャレ
ンジセンター」を運営し、創業支援、セミナーの開催、相談対応等を実施します。
令和3年度は仮移転後の施設において、テレワークができるための環境整備を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 豊中商工会議所

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン、豊中市産業振興ビジョン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 18,446 13,628 13,998 14,127 16,562 16,052

()内は人件費、公債費を含む (23,144) (19,622) (20,148) (17,735) (21,179) (20,750)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 162 0 0 0

委 託 料 2,000 0 0 0 0 1



流・情報交換の場としても重要な役割を果たしています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

市内中小企業支援において、重要な拠点となっており、今後も事業を継続します。令和4年度に庄内駅前庁舎に
今後の取組み 本移転する予定です。

備 考

非投資的

028365 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
とよなか起業・チャレンジセンター

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

10 8 8 12 5 4

センターを拠点（舞台）に展開された新た
単位

なビジネス 上向き

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市内中小企業への支援を通じ、市内の産業振興・経済活性化が図られます。

令 和 ３ 年 度
令和3年度も新型コロナウイルス感染拡大の影響は継続しているものの、感染防止対策をしながらのセミナーの
開催や、事業者の相談業務を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

起業等相談 起業等相談 起業等相談 起業等相談
会員の募集・育成・事業進捗 会員の募集・育成・事業進捗 会員の募集・育成・事業進捗 会員の募集・育成・事業進捗
確認 確認 確認 確認
事業者間のネットワーク構築 事業者間のネットワーク構築 事業者間のネットワーク構築 事業者間のネットワーク構築
支援 支援 支援 支援

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市内中小企業者を支援する拠点として、必要なセンター（施設）となっています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中商工会議所とともに構成するとよなか起業・チャレンジセンター運営協議会を通じて事業委託しており、効
率的に事業を実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　●負担金　○指定管理者代行

とよなか起業・チャレンジセンター運営協議会へ負担金を支払い、協議会の事業として実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

市内中小企業を支援するために、豊中商工会議所との連携が重要であることから、協働して事業を実施していま
す。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

会員企業や卒業した企業の中には、事業を拡大している企業もおり、順調に事業が進んでいます。また、中小企
業向けセミナーや交流会を実施し、企業間の交



24) (3,794) (6,088) (1,948) (1,620)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041500 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

サンマテオ市姉妹都市交流 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

豊中・サンマテオ両市の姉妹都市交流を推進し、友好を深めます。

対 象

市民

内 容

姉妹都市である米国サンマテオ市との友好を促進するため、交流事業などの連絡調整を行うとともに
、民間の交流をすすめるため、豊中・サンマテオ姉妹都市協会の活動を支援します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 単年度 昭和39 年度　（ 1964 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 豊中・サンマテオ姉妹都市協会

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 585 1,294 514 1,168 328 0

()内は人件費、公債費を含む (2,205) (3,724) (3,794) (6,088) (1,948) (1,620)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 30 6 14 39 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 500 1,288 500 1,129 328 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 55 0 0 0 0 0

人 件 費 1,620 2,430 3,280 4,920 1,620 1,620

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 585 1,294 514 1,168 328 0

()内は人件費、公債費を含む (2,205) (3,7



非投資的

041500 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
サンマテオ市姉妹都市交流

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

100 97 76 72 69 68

協会会員数
単位

下向き

出典:担当課調査
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

交流活動などを通して、相互理解や友好関係を育むことができます。

令 和 ３ 年 度
豊中・サンマテオ姉妹都市協会の活動への支援を継続しました。高校生英語弁論大会や親善使節の派遣・受入は
、新型コロナウイルス感染拡大の影響で実施できませんでした。サンマテオの姉妹都市協会とのオンラインによ

の 実 施 内 容 る交流会を実施しました。また、協会のホームページの運営など姉妹都市交流のＰＲに取り組みました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

豊中・サンマテオ姉妹都市協 豊中・サンマテオ姉妹都市協 豊中・サンマテオ姉妹都市協 豊中・サンマテオ姉妹都市協
会事務局支援業務 会事務局支援業務 会事務局支援業務 会事務局支援業務
ニュースレター発行 オンライン交流会

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民主体の交流を進めていくうえで必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民主体の交流であり、豊中･サンマテオ姉妹都市協会と連携して交流を進めています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市民交流を通じて、両市の相互理解と信頼関係が築かれています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

姉妹都市提携60周年に向けて準備を進めるとともに、現状の相互理解と信頼関係の継続に努めます。
今後の取組み

備 考



等

非投資的

041518 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

沖縄市兄弟都市交流 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

兄弟都市宣言に基づき、両市の友好と市民相互交流の推進を図ります。

対 象

市民

内 容

兄弟都市である沖縄市について市民に周知を行うとともに、両市の民間交流を促進し友好関係の深化
につながる事業を実施及び支援します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 昭和49 年度　（ 1974 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 513 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 667 513 251 623 0 0

()内は人件費、公債費を含む (2,287) (2,943) (2,711) (5,543) (81) (1,620)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 10 0 6 0 0 0

委 託 料 300 298 0 298 0 0

補 助 金 等 200 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 157 215 246 325 0 0

人 件 費 1,620 2,430 2,460 4,920 81 1,620

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 667 513 251 623 0 0

()内は人件費、公債費を含む (2,287) (2,943) (2,711) (5,543) (81) (1,620)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額



非投資的

041518 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
沖縄市兄弟都市交流

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

2 2 2 2 0 0

沖縄市訪問回数
単位

横ばい

出典:担当課調査
回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

民間交流を通じて両市の相互理解と信頼関係が築かれています。

令 和 ３ 年 度
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、沖縄市産業まつりへの出展は見送りました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

民間交流事業への支援 民間交流事業への支援 民間交流事業への支援 民間交流事業への支援および
豊中まつりに関わる交流は、 豊中まつりに関わる交流は、 沖縄市産業まつり出展を予定
新型コロナウィルス感染症拡 新型コロナウィルス感染症拡 するも実施できませんでした
大のため実施できませんでし 大のため実施できませんでし 。
た。 た。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民主体の文化交流を進めていくうえで必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民主体の交流であり、行政による支援は必要最低限の支援となっています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

イベントの実施に関して、一部を事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

行政による支援は必要最低限となっています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市民交流を通じて両市の相互理解と信頼関係が築かれています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

市民交流を通じて両市の相互理解と信頼関係が築かれているため、今後も継続していきます。
今後の取組み

備 考



0 2,025 810

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 12,228 595 757 120 0 24

一 般 財 源 4,435 9,348 12,249 3,631 3,635 11,595

()内は人件費、公債費を含む (5,245) (11,373) (14,299) (5,681) (5,660) (12,405)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

043457 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

市民ホール等施設管理 区 分 継続
施 設 コ ー ド 115005999 ホール全般

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市及び指定管理者により、良好で安定的な施設利用環境を提供するため、適切な施設の維持
管理を行います。

対 象

内部
文化芸術センター、ローズ文化ホール、伝統芸能館、市民ギャラリーの施設・設備

内 容

市民ホール等の施設管理を行います。
（令和4年3月補正の内容）
ローズ文化ホールの高圧受変電改修工事の延期により、本年度執行の見込みがないため減額補正しま
す。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設管理

事 業 期 間 恒常的 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 16,663 9,943 13,006 3,751 3,635 11,619

()内は人件費、公債費を含む (17,473) (11,968) (15,056) (5,801) (5,660) (12,429)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 3,054 1,451 1,998 1,262 3,137 182

委 託 料 10,078 1,105 162 583 0 10,916

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 3,022 6,938 10,331 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 509 449 515 1,906 497 520

人 件 費 810 2,025 2,050 2,05



非投資的

043457 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ホール等施設管理

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

単位
横ばい

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

良好な施設利用環境を提供することができます。

令 和 ３ 年 度
市民ホール等施設の維持管理を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

緊急修繕 緊急修繕 緊急修繕 緊急修繕

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

良好で安定的な施設利用環境を提供するため、適切な維持管理が必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

指定管理者と情報共有を進めながら、効率的な施設管理を行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

文化芸術センターの無線LAN設備の設置を行いました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

中長期保全計画等に基づき、計画的に維持補修を行い、施設の維持管理に努めます。
今後の取組み

備 考



80,148) (599,436) (602,168) (647,489) (706,955)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 1 0 2 0

委 託 料 420,039 307,160 310,498 319,050 308,387 410,225

補 助 金 等 3,500 2,276 0 1,229 3,700 2,144

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 14,270 0 321 127 50,202 14,270

人 件 費 5,670 3,240 8,200 3,280 8,505 5,670

公 債 費 274,646 267,472 280,415 278,482 276,693 274,646

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 3,500 15,082 13,113 20,569 11,624 2,144

一 般 財 源 434,309 294,354 297,708 299,837 350,667 424,495

()内は人件費、公債費を含む (714,625) (565,066) (586,323) (581,599) (635,865) (704,811)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

043459 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

市民ホール等施設運営管理 区 分 継続
施 設 コ ー ド 115005020 文化芸術センター,115005999 ホール全般,115999005 市民ギャラリー

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市民ホール等の運営管理にあたり、民間事業者等のノウハウを活用してサービスの向上を図るととも
に、弾力性や柔軟性のある施設運営を行っていくために指定管理者制度を導入し、市民ホール等を一
体的に管理し運営していきます。

対 象

市民

内 容

（令和3年9月補正の内容）
新型コロナウイルス感染拡大防止にかかる市民ホール等施設利用について、利用者が使用をキャンセ
ルした場合における前納の利用料金の返金分を指定管理者に補填するため、補正するものです。
（令和4年3月補正の内容）
新型コロナウイルス感染拡大防止にかかる市民ホール等施設利用について、利用者が使用をキャンセ
ルした場合における前納の利用料金の返金分を指定管理者に補填するため、補正するものです。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設の運営

事 業 期 間 単年度 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 437,809 309,436 310,821 320,406 362,291 426,639

()内は人件費、公債費を含む (718,125) (5



非投資的

043459 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ホール等施設運営管理

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

単位
横ばい

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

心豊かな市民生活や活力ある地域社会の実現に寄与します。

令 和 ３ 年 度
指定管理者のノウハウを存分に活かした市民ホール等の管理運営（文化芸術センター、ローズ文化ホール、伝統
芸能館、市民ギャラリー）を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・指定管理者による市民ホー ・指定管理者による市民ホー ・指定管理者による市民ホー ・指定管理者による市民ホー
ルの管理運営。 ルの管理運営。 ルの管理運営。 ルの管理運営。
・事業ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ ・事業ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ ・事業ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ ・事業ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

民間事業者等のノウハウを活用し、サービスの向上や効率的な施設運営を図ります。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

市と指定管理者が役割分担をしてさまざまな事業展開を展開しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　●指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

コロナウイルス感染拡大防止を徹底しながら、可能な範囲で事業を実施しました。

総 合 評 価

●拡充の方向で検討　○現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

文化芸術センター、ローズ文化ホール、伝統芸能館および市民ギャラリーの4施設を一体的に運営することで、
今後の取組み より一層の事業を展開していきます。

備 考



所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

投資的

043655 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

文化芸術センター施設整備事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

施設・設備の老朽化への対応として、年次計画的な改修・更新を行い、良好な施設利用環境を提供し
ます。

対 象

内部

内 容

文化芸術センター及びアクア文化ホールの建物及び設備の改修・更新

分 類 自治事務 投資的 種 別 投資系事務

事 業 期 間 複数年度 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 令和05 年度　（ 2023 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体
整 備 場 所

整 備 概 要

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 318,431 0 7,830 5,500 6,182 260,268

()内は人件費、公債費を含む (320,051) (0) (9,470) (6,320) (6,992) (261,888)

細
事
業
費
内
訳

工 事 費 318,431 0 7,830 3,190 0 260,268

用 地 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 2,310 6,182 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 1,620 0 1,640 820 810 1,620

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 190,000 0 0 0 0 155,300

そ の 他 98,852 0 0 0 0 0

一 般 財 源 29,579 0 7,830 5,500 6,182 104,968

()内は人件費、公債費を含む (31,199) (0) (9,470) (6,320) (6,992) (106,588)

制
度
等

補
助
金



投資的

043655 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
文化芸術センター施設整備事業

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

単位
横ばい

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

文化芸術の発表や鑑賞の機会を提供する施設として、老朽化した設備等の更新は、ホールとしての機能・魅力を
保持・向上することとなり、良好な施設利用環境を提供できます。

令 和 ３ 年 度
文化芸術センター中ホールの特定天井、トイレ、座席、空調の改修工事を実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

特定天井、トイレ、座席、空 特定天井、トイレ、座席、空 特定天井、トイレ、座席、空
調の改修工事 調の改修工事 調の改修工事

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

良好な施設環境を提供するため、計画的に改修を行います。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

計画的に改修を行う必要があります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

文化芸術センター中ホールの特定天井、トイレ、座席、空調の改修工事が完了しました。

総 合 評 価

●拡充の方向で検討　○現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

ローズ文化ホールについて、計画的に改修する必要があります。
今後の取組み

備 考



投資的

043656 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

ローズ文化ホール施設整備事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・（文化芸術課）

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

施設・設備の老朽化への対応として、年次計画的な改修・更新を行い、良好な施設利用環境を提供し
ます。

対 象

内部

内 容

施設・設備の老朽化への対応として、年次計画的な改修・更新を行い、良好な施設利用環境を提供し
ます。

分 類 自治事務 投資的 種 別 投資系事務

事 業 期 間 複数年度 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 令和05 年度　（ 2023 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体
整 備 場 所

整 備 概 要

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 0 68,580 0 20,900 0 0

()内は人件費、公債費を含む (415) (69,795) (2,460) (21,310) (405) (0)

細
事
業
費
内
訳

工 事 費 0 68,580 0 20,900 0 0

用 地 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 415 1,215 2,460 410 405 0

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 20,900 0 0

一 般 財 源 0 68,580 0 0 0 0

()内は人件費、公債費を含む (415) (69,795) (2,460) (410) (405) (0)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等



投資的

043656 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
ローズ文化ホール施設整備事業

所管部局・課 210500 都市活力部・（文化芸術課）

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

単位
横ばい

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

文化芸術の発表や鑑賞の機会を提供する施設として、老朽化した設備等の更新は、ホールとしての機能・魅力を
保持・向上することとなり、良好な施設利用環境を提供できます。

令 和 ３ 年 度
令和2年度は特に改修工事等は実施しませんでした。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

平成元年のオープンから、施設・設備の老朽化が進んでおり、計画的な整備が必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

○妥当　　　●要改善

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

ローズ文化ホールについては特に改修工事等実施しませんでした。

総 合 評 価

●拡充の方向で検討　○現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

中長期保全計画にのっとり施設を改修する必要があります。体育館との複合施設なので、連携をとりながら改修
今後の取組み を検討していきます。

備 考



0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 1,852 821 972 616 0

一 般 財 源 10,508 5,072 8,543 10,798 10,162 9,862

()内は人件費、公債費を含む (16,178) (11,552) (17,153) (19,408) (18,667) (15,532)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041555 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

地域資源の活用と発信事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市民の美術や文化芸術に関する活動の発表・鑑賞機会の充実を図ります。

対 象

市民

内 容

豊中市美術展は、広く公募した作品を、審査のうえ入選及び入賞作品を決定し展示します。
豊中市文化芸術祭は、豊中市文化芸術連盟による演奏、舞踊、展示を行います。
その他、市が企画する展覧会及び関連イベントを開催します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 昭和30 年度　（ 1955 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO ■地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 10,508 6,924 9,364 11,770 10,778 9,862

()内は人件費、公債費を含む (16,178) (13,404) (17,974) (20,380) (19,283) (15,532)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 634 0 221 613 702 535

委 託 料 1,500 0 0 100 150 1,000

補 助 金 等 7,118 4,627 5,277 7,028 7,122 7,121

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 1,256 2,297 3,866 4,028 2,803 1,207

人 件 費 5,670 6,480 8,610 8,610 8,505 5,670

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金



と市民の芸術文化の向上に寄与しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

成果を維持していくために必要な事業と考えます。
今後の取組み

備 考

非投資的

041555 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
地域資源の活用と発信事業

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

500 509 471 473 451 390

豊中市美術展公募作品数
単位

横ばい

出典:担当課調査
点

2,000 1,041 1,005 1,651 - 923

文化芸術祭来場者数
単位

横ばい

出典:担当課調査
人

単位

出典:

事 業 の 効 果

市民の文化芸術の実現の場となっています。

令 和 ３ 年 度
市美術展は、豊中市美術協会と共催で、日本画、洋画、彫塑・立体造形、工芸、デザイン、書、写真の7部門の
出展作品を公募し、審査により入選・入賞作品を選ぶとともに、展覧会を開催しました。

の 実 施 内 容 文化芸術祭は、文化芸術センターで文化芸術連盟加盟団体の舞台公演や作品展示を行いました。また、市民ギャ
ラリー企画展の開催、大阪大学との連携事業を実施しました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・豊中市美術展実行委員会の ・豊中市文化芸術連盟理事会 ・豊中市美術展の開催 ・豊中市美術展実行委員会の
開催 の開催 ・文化芸術祭の開催 開催
・豊中市文化芸術連盟理事会 ・大阪大学連携事業 ・豊中市文化芸術連盟理事会
の開催 の開催

・市民ギャラリー企画展の開
催

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

文化芸術活動の発展や鑑賞機会の充実を図りました。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

実行委員会方式により検討会議回数が減少しました。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　●負担金　○指定管理者代行

豊中市美術展実行委員会に事業実施のための負担金を拠出しました。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

実行委員会方式で事業運営を行っていますが、美術の専門的な知識が必要なため、豊中市美術協会には作品受付
や審査など専門的な分野を担当してもらいました。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

芸術作品の創造や鑑賞の機会を創出し、美術振興



非投資的

041570 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

文化芸術振興審議会 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

文化芸術の振興に関する重要事項を審議します。

対 象

その他

内 容

文化芸術の振興に関する重要事項を審議します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 その他

事 業 期 間 単年度 平成18 年度　（ 2006 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市文化芸術振興条例、豊中市文化芸術振興審議会規則

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 422 598 186 303 283 233

()内は人件費、公債費を含む (4,472) (14,044) (4,286) (13,915) (12,433) (4,283)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 4 6 2 3 2 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 418 592 185 301 282 233

人 件 費 4,050 13,446 4,100 13,612 12,150 4,050

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 422 598 186 303 283 233

()内は人件費、公債費を含む (4,472) (14,044) (4,286) (13,915) (12,433) (4,283)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等



非投資的

041570 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
文化芸術振興審議会

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

4 8 2 3 2 2

審議会開催回数
単位

横ばい

出典:市政年鑑
2回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

文化芸術推進基本計画に基づく施策の進捗管理を行いました。

令 和 ３ 年 度
文化芸術の振興に関する重要事項を審議しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

文化芸術振興審議会 文化芸術振興審議会

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

文化芸術分野に精通している有識者や市民から幅広い意見を得られるため、必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市の文化芸術施策について、審議する場であるため、市が主体となり実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

文化芸術推進基本計画に基づく施策の進捗など文化芸術振興に関する重要事項について審議を行いました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

令和3年度から令和9年度までを計画期間とする文化芸術推進基本計画にもとづき、事業を展開し、審議会におい
今後の取組み て進捗管理を行っていきます。

備 考



費 14,580 8,910 12,300 9,430 10,530 14,580

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 41,851 0 11,173 13,004 27,161 20,601

一 般 財 源 40 4,508 815 2,885 3,316 2

()内は人件費、公債費を含む (14,620) (13,418) (13,115) (12,315) (13,846) (14,582)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041631 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

人材の育成と活動の支援事業 区 分 拡充
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

幼少期のころから文化芸術に親しむ機会を提供するとともに、文化芸術の担い手を育成する取り組み
を進めます。また、市民の自主的な活動を支援・顕彰することで文化芸術の振興を図ります。

対 象

市民

内 容

小・中学生を対象に、文化芸術センターでプロのオーケストラ演奏を体験する舞台芸術体験事業を実
施します。また、市民活動支援のため、助成金を交付し、文化振興を図ります。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 計画・仕組みづくり

事 業 期 間 単年度 平成05 年度　（ 1993 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 文化芸術推進基本計画

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 41,891 4,508 11,988 15,889 30,477 20,603

()内は人件費、公債費を含む (56,471) (13,418) (24,288) (25,319) (41,007) (35,183)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 274 0 131 0

委 託 料 21,685 4,300 9,676 10,638 16,329 14,637

補 助 金 等 13,898 3 10 3,677 11,977 4,113

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 6,308 205 2,030 1,575 2,041 1,853

人 件



非投資的

041631 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
人材の育成と活動の支援事業

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

単位
横ばい

出典:

単位
横ばい

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

子どもたちが文化芸術に触れる機会を充実します。文化芸術活動の担い手を支援し育成します。

令 和 ３ 年 度
中学生を対象に実施していた舞台芸術体験事業「ホールでオーケストラ」を小学生にも拡充するとともに、こど
も園へのアーティスト派遣を試行的に実施しました。また、文化芸術振興助成金を交付しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・文化芸術振興助成金審査・ ・助成事業のモニタリング ・助成事業のモニタリング ・小・中学生舞台芸術体験事
交付決定 ・こども園へのアーティスト 業

派遣 ・助成事業のモニタリング
・こども園へのアーティスト
派遣

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

施策推進にあたって、庁内関係部局あるいは近隣自治体から意見を聴取したり、情報共有を図るため、必要です
。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

プロオーケストラやアーティストに委託し、事業の質を確保しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

小中学校やこども園への聞き取りやアンケートでは好評の声をいただきました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

次代を担う子どもたちへの取組みに注力していきます。
今後の取組み 助成金制度をより有効に活用できるよう、制度の見直しを検討します。

備 考



387

委 託 料 9,020 2,254 6,264 11,253 8,375 8,556

補 助 金 等 300 6,450 8,531 3,264 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 722 864 1,936 526 706 124

人 件 費 12,150 12,960 12,300 20,910 8,910 12,150

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,411 2,882 4,341 1,248 367 1,131

一 般 財 源 8,080 6,742 16,084 14,682 9,023 7,937

()内は人件費、公債費を含む (20,230) (19,702) (28,384) (35,592) (17,933) (20,087)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041640 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 49,02

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

音楽あふれるまち推進事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課 210100 魅力文化創造課 

事
業
の
概
要

目 的

「音楽あふれるまち豊中」の実現に向けて、市民が音楽の鑑賞や発表する機会の充実を図るとともに
、豊中市外に対しても当市の魅力を発信します。

対 象

市民
学校法人大阪音楽大学、公益財団法人日本センチュリー交響楽団及び文化芸術団体など、様々な機関
と連携した事業を行い、鑑賞、発表及び体験の場の充実に努めます。

内 容

毎年10月頃を「とよなか音楽月間」として、大阪音楽大学、日本センチュリー交響楽団との演奏会を
開催するとともに、市が同月間に開催する音楽系イベントを集中的に広報し「音楽あふれるまち豊中
」を市内だけでなく広く発信します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 大阪音楽大学、日本センチュリー交響楽団、大阪大学

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 文化芸術推進基本計画

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 ■企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 10,491 9,624 20,425 15,930 9,390 9,068

()内は人件費、公債費を含む (22,641) (22,584) (32,725) (36,840) (18,300) (21,218)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 449 57 3,694 887 311



非投資的

041640 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 49,02

事 業 名
音楽あふれるまち推進事業

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

65 69 62 61 29 22

とよなか音楽月間参加事業数
単位

横ばい

出典:担当課調査
回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市民などの発表や鑑賞、練習の場と機会の充実とともに「音楽あふれるまち」という魅力を市内外に発信するこ
とを通じて、交流人口も増加すると見込まれます。

令 和 ３ 年 度
豊中音楽コンクール及び「とよなか音楽月間」として豊中まちなかクラシックを実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・とよなか音楽月間事業
・まちなかクラシック
・豊中音楽コンクール

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中市の魅力を市内外に周知するために必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

大阪音楽大学とや日本センチュリー交響楽団と連携して、「豊中音楽コンクール」「とよなか音楽月間」等の事
業を実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

とよなか音楽月間事業をはじめ、さまざまな音楽イベントを通じて「音楽あふれるまち豊中」としての認知度が
高まりました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

音楽月間10周年の記念事業を実施します。
今後の取組み 庁内関係部局や大阪音楽大学などと連携を図りながら、引き続き「音楽あふれるまち」の推進に努めます。

備 考



0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 15,080 16,520 16,709 16,857 16,954 9,579

()内は人件費、公債費を含む (24,800) (27,860) (31,469) (28,337) (25,864) (19,299)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041716 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

豊中まつり 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

文化情報の発信、市民文化活動の支援、また市民の文化創造活動の発表や文化を通じた市民交流の促
進を図ります。

対 象

市民

内 容

市民がつくる市民のまつりを通じ、さまざまな人と文化がふれあうことにより、豊中の文化を市内外
に発信します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 昭和43 年度　（ 1968 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 □市 □府 □国 ■ その他 （ 豊中まつり推進会との共催 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市文化芸術振興条例、豊中市文化芸術振興基本方針

協働のパートナー ■行政 ■NPO法人 □法人外NPO ■地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 ■個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 15,080 16,520 16,709 16,857 16,954 9,579

()内は人件費、公債費を含む (24,800) (27,860) (31,469) (28,337) (25,864) (19,299)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 10 8 12 8 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 15,000 14,000 15,000 15,000 15,000 9,578

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 1,320 0 0 0

そ の 他 70 2,512 377 1,849 1,954 1

人 件 費 9,720 11,340 14,760 11,480 8,910 9,720

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債



非投資的

041716 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
豊中まつり

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

1,200 1,100 1,100 1,100 0 0

ボランティア参加者数
単位

横ばい

出典:担当課調査
人

162,000 141,100 140,400 160,000 38,779 10,179

来場者数
単位

横ばい

出典:担当課調査
人

24 24 19 23 27

実施に係る会議数
単位

上向き

出典:担当課調査
回

事 業 の 効 果

まつりを通じて様々な人と文化がふれあい、豊中文化の発信と郷土愛醸成の場となっています。

令 和 ３ 年 度
市民がつくる市民のまつりを通じ、さまざまな人と文化がふれあうことにより、豊中の文化を市内外に発信しま
した。新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和3年度はＷＥＢ豊中まつりとしてオンライン上で実施しま

の 実 施 内 容 した。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・豊中まつり

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中文化の発信と郷土愛醸成の機会となっており必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　●負担金　○指定管理者代行

豊中まつり実行委員会に対し、事業実施のための負担金を拠出しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

実行委員会方式で実施しています。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

初めてのWEB開催となりましたが、今後もWEB等のコンテンツを活用し、実施します。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

まつりの運営に主体的に携わってきた市民ボランティアが中心となって設立したNPO法人とパートナーシップの
今後の取組み もと、運営を進めました。今後も継続していきます。

備 考



債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 15,972 243 8,964 2,171 3,538 15,397

一 般 財 源 0 400,620 0 208 0 1

()内は人件費、公債費を含む (810) (400,863) (410) (536) (405) (811)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

046121 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

文化芸術振興基金 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

文化芸術推進プランに掲げた基金を平成30年（2018年）1月に創設し、文化芸術振興に係る事業を継
続的かつ安定的に進めます。また、市民等の寄附を積極的に募り、積み立てます。

対 象

市民

内 容

文化芸術振興基金の積立及び取崩を適正に執行し、基金の管理を行います。
（令和4年3月補正の内容）
信金中央金庫が創設した、企業版ふるさと納税を活用した地域創生推進スキーム「SCBふるさと応援
団」による寄附金等、寄附金額が増加したため、積立金を補正します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 計画・仕組みづくり

事 業 期 間 恒常的 平成29 年度　（ 2017 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実績 実績

事 業 費 総 額 15,972 400,863 8,964 2,379 3,538 15,398

()内は人件費、公債費を含む (16,782) (401,106) (9,374) (2,707) (3,943) (16,208)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 512 0 10 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 15,972 400,351 8,964 2,369 3,538 15,398

人 件 費 810 243 410 328 405 810

公



非投資的

046121 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
文化芸術振興基金

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

30 1 20 35 87 129

寄附件数
単位

横ばい

出典:担当課調査
129件

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

寄附受付、基金の管理を適正に行っています。

令 和 ３ 年 度
千円未満は四捨五入しています。
・積立金　 　　　　 15,398千円　【内訳】利子積立121千円　その他積立15,277千円

の 実 施 内 容 ・取崩　　　　　　　20,416千円　【充当事業】人材の育成と活動の支援事業
・令和3年度末残高　337,852千円

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

基金の管理・運営の手続きを 基金の管理・運営の手続きを 基金の管理・運営の手続きを 基金の管理・運営の手続きを
行いました。 行いました。 行いました。 行いました。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

文化芸術推進プラン改訂版に掲げる事業を安定的に実施するため必要な基金です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

安全な運用が図られています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

安全な運用が図られています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も広く基金をPRし、寄附を募っていきます。
今後の取組み

備 考



9) (8,594)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041872 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

スポーツ推進審議会 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市長の諮問に応じて、スポーツの推進に関する重要事項について、調査審議します。

対 象

その他
スポーツ推進審議会委員

内 容

スポーツの推進に関する重要事項を調査審議します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 計画・仕組みづくり

事 業 期 間 恒常的 昭和56 年度　（ 1981 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市スポーツ推進審議会条例、規則

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 1,965 157 157 157 233 1,871

()内は人件費、公債費を含む (8,688) (3,073) (3,109) (3,109) (3,959) (8,594)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 4 2 2 1 0 0

委 託 料 1,650 0 0 0 0 1,628

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 311 155 155 155 233 242

人 件 費 6,723 2,916 2,952 2,952 3,726 6,723

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 1,965 157 157 157 233 1,871

()内は人件費、公債費を含む (8,688) (3,073) (3,109) (3,109) (3,95



非投資的

041872 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ推進審議会

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

3 2 2 2 3 3

開催回数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

「豊中市スポーツ推進計画の進行管理について」等の案件について調査審議することによりスポーツの推進に寄
与しました。

令 和 ３ 年 度
審議会を開催し、豊中市スポーツ推進計画の進行管理や次期スポーツ推進計画策定に係る市民アンケート調査項
目等の案件について、市長から諮問し、答申を受けました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

審議会開催 審議会開催 審議会開催

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

スポーツの推進に関する重要事項を調査審議するために必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

本市のスポーツの推進に関係のある、団体代表者、学識経験者及び公募市民から委員を選出し、市のスポーツ施
策に沿った審議を行います。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市長が委嘱した委員が主体となり、スポーツ推進審議会は運営されています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

審議会は、会長が招集し開催されます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

平成25年度に策定した「豊中市スポーツ推進計画」の進行管理及び次期スポーツ推進計画策定にかかるアンケー
ト調査項目及び令和3年度(2021年度)社会体育団体補助金について審議しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き、「豊中市スポーツ推進計画」の進行管理及び次期スポーツ推進計画の策定、各種補助金について審議
今後の取組み します。

備 考



そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 2,485 4,004 4,724 2,457 812 1,177

()内は人件費、公債費を含む (6,535) (10,241) (10,956) (6,639) (4,457) (5,227)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041875 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

スポーツ団体の支援と指導者の育成・確保 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

スポーツ団体を支援し、また指導者を育成・確保することにより、生涯スポーツの推進を図ります。

対 象

その他
豊中市体育連盟・豊中市スポーツ少年団

内 容

スポーツ団体の支援と、種目別指導者・審判講習会及びスポーツ指導者養成講習会を実施します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 昭和56 年度　（ 1981 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 豊中市体育連盟・豊中市スポーツ少年団

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市体育連盟に対する事業補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 2,485 4,004 4,724 2,457 812 1,177

()内は人件費、公債費を含む (6,535) (10,241) (10,956) (6,639) (4,457) (5,227)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 176 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 2,463 2,307 2,549 2,452 812 1,177

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 22 1,697 1,999 5 0 0

人 件 費 4,050 6,237 6,232 4,182 3,645 4,050

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0



非投資的

041875 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ団体の支援と指導者の育成・確保

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

4,100 2,152 2,047 1,861 14 605

種目別講習会参加者数
単位

上向き

出典:担当課調べ
人

22,000 39,269 20,973 17,639 7,132 8,761

補助事業参加人数
単位

上向き

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

事 業 の 効 果

スポーツ団体を支援し、指導者を育成することにより、市民が幅広く生涯スポーツにふれる機会が確保できまし
た。

令 和 ３ 年 度
スポーツ団体への事業補助金を交付しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

指導者・審判講習会 指導者・審判講習会 指導者・審判講習会 指導者・審判講習会
団体補助金交付 団体補助金交付

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

指導者を養成し、確保することは、地域スポーツの推進のために必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

指導者養成講習会の実施により、専門知識を高め、地域でよりよい指導をすることができます。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

豊中市体育連盟等

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

講習会実施業務を委託して実施しています。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

新型コロナウイルスの影響により、一部種目の指導者・審判講習会が中止となりましたが、感染対策をとりなが
ら指導者に講習会を受講してもらう機会を提供できました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

市民のスポーツ活動の多様化により、今後ますます指導者の養成が必要になります。
今後の取組み また、新型コロナウイルスの感染対策を徹底し、講習会を開催していく必要があります。

備 考



(2,877)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041934 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

国内・国際スポーツ大会の参加奨励事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

国際・全国スポーツ大会への参加を奨励することにより、スポーツの推進を図ります。

対 象

市民

内 容

国際及び全国スポーツ大会の出場者に報奨金を支給します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成21 年度　（ 2009 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 国際および全国スポーツ大会参加者に対する報奨金支給規定

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 1,600 710 795 545 280 690

()内は人件費、公債費を含む (3,787) (1,925) (2,271) (4,153) (3,682) (2,877)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 1,600 710 795 545 280 690

人 件 費 2,187 1,215 1,476 3,608 3,402 2,187

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 1,600 710 795 545 280 690

()内は人件費、公債費を含む (3,787) (1,925) (2,271) (4,153) (3,682)



非投資的

041934 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
国内・国際スポーツ大会の参加奨励事業

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

55 65 92 65 23 49

個人件数
単位

横ばい

出典:決算説明書
件

10 7 6 4 1 2

団体件数
単位

横ばい

出典:決算説明書
件

単位

出典:

事 業 の 効 果

報奨金を支給することにより、参加者の全国大会などへの出場意欲が高まりました。

令 和 ３ 年 度
大会出場者からの申込みにより報奨金を交付しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

申込に対して報奨金交付 申込に対して報奨金交付 申込に対して報奨金交付 申込に対して報奨金交付

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

報奨金を交付することで、出場意欲が高まります。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

年度により、出場者数が増減します。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

団体・個人からの申込みに対し、審査の上決定しています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

各種大会に参加し、優秀な成績を収めた参加者にとって、おおいに励みとなりました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も継続して実施していきます。
今後の取組み

備 考



835

一 般 財 源 9,571 8,407 14,209 11,285 262 5,629

()内は人件費、公債費を含む (15,322) (14,644) (20,851) (16,287) (5,932) (11,380)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041946 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

生涯スポーツ振興事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

生涯スポーツの推進を図ります。

対 象

市民

内 容

【公園みどり推進課の高校野球発祥の地記念公園管理運営事業を統合】
市民大会の開催や後援事業の支援など、各種スポーツ推進事業等を実施します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成09 年度　（ 1997 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 15,541 12,357 17,576 15,680 3,627 9,464

()内は人件費、公債費を含む (21,292) (18,594) (24,218) (20,682) (9,297) (15,215)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 956 249 449 252 287 283

委 託 料 10,758 10,218 9,455 13,532 2,856 7,627

補 助 金 等 0 0 3,029 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 3,827 1,889 4,644 1,896 484 1,554

人 件 費 5,751 6,237 6,642 5,002 5,670 5,751

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 5,970 3,950 3,367 4,395 3,365 3,



非投資的

041946 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
生涯スポーツ振興事業

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

33,000 61,290 41,213 39,130 7,236 17,372

延べ利用者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

150 42 31 30 3 24

実施回数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
回

単位

出典:

事 業 の 効 果

市民大会（体育・レクリエーション）などの実施により、市民が気軽にスポーツに親しめる機会を提供すること
ができました。

令 和 ３ 年 度
新型コロナウイルス感染拡大防止対策を講じながら各種事業を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

市民大会等各種事業 市民大会等各種事業 市民大会等各種事業 市民大会等各種事業
高校サッカー100回大会記念 バスケットボールフェスタ
事業 トライウォーキング
トライウォーキング 歩き方講座

Ａ.必 要 性
○高　　　　●中　　　　○低

市民スポーツの推進のため市民大会、ニュースポーツデー事業等各種事業は必要と考えます。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

市民大会については、各競技団体に委託して効果的に実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　●全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

豊中市体育連盟加盟の各競技団体やスポーツ推進委員により運営されています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

豊中市体育連盟やスポーツ推進委員の協力を得ながら実施しています。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

新型コロナウイルス感染防止対策を講じながら、各種市民大会等を実施し、市民にスポーツに親しめる機会を提
供できました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

新型コロナウイルス感染防止対策を考慮した事業の運営方法を考える必要があります。
今後の取組み

備 考



,423 4,091 2,893 2,076

()内は人件費、公債費を含む (15,312) (7,305) (6,507) (11,225) (10,183) (10,986)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等 スポーツ振興会事業助成金交付要綱

非投資的

041969 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

地域スポーツの振興 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

地域における生涯スポーツの推進を図ります。

対 象

市民

内 容

小学校区スポーツ振興会の支援と、地域スポーツ推進事業を行います。
また、だれでもどこでもできるラジオ体操・ウォーキング及びニュースポーツの普及推進に取り組み
ます。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 昭和59 年度　（ 1984 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 豊中市スポーツ推進委員協議会

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 6,402 1,878 1,423 4,091 2,893 2,076

()内は人件費、公債費を含む (15,312) (7,305) (6,507) (11,225) (10,183) (10,986)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 126 0 0 71 342 85

委 託 料 0 363 363 373 376 0

補 助 金 等 706 720 697 806 268 374

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 5,570 795 363 2,841 1,907 1,617

人 件 費 8,910 5,427 5,084 7,134 7,290 8,910

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 6,402 1,878 1



齢者まで多くの人々が気軽にスポーツを楽しむことができる場を提供できま
した。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

小学校区スポーツ振興会及び地域スポーツ推進事業の見直しを図り、より効果的な地域スポーツの推進に努めま
今後の取組み す。

備 考

令和２年度をもって１校区スポーツ振興会が廃止、１校区スポーツ振興会が休会中です。
事業名称について、平成29年度にスポーツ啓発キャラバン事業から地域スポーツ推進事業へ変更しました。

非投資的

041969 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
地域スポーツの振興

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

10,100 5,701 6,953 6,269 1,158 1,157

延べ利用者数
単位

上向き

出典:担当課調べ
人

9 9 9 9 7 7

活動団体
単位

横ばい

出典:担当課調べ
団体

単位

出典:

事 業 の 効 果

新型コロナウイルスの影響で、規模や回数の縮小はありましたが、地域で催しを開催することにより、市民が気
軽にスポーツ・レクリエーションに親しむ機会が提供できました。

令 和 ３ 年 度
小学校区スポーツ振興会等で、地域スポーツ推進事業を行いました。
ラジオ体操の普及促進に取り組みました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

各種事業 各種事業 各種事業 各種事業
校区振興会事業助成金支払い 地域スポーツ推進事業の実施 地域スポーツ推進事業の実施 校区振興会決算報告
スポーツ推進委員報酬支払い スポーツ推進委員報酬支払い スポーツ推進委員報酬支払い 地域スポーツ推進事業の実施

豊中市スポーツ推進委員協議 スポーツ推進委員報酬支払い
会研修会

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

生涯スポーツの一環として、小学校区単位での地域スポーツの推進を図っています。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

身近にスポーツが楽しめる環境の整備をするために、小学校区単位で効率よく実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　●全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

小学校区スポーツ振興会に助成金を交付して実施しています。

実
施
方
法

○妥当　　　●要改善

スポーツ推進委員協議会が取り組んでいる地域スポーツ推進事業と組み合わせることも検討していきます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

新型コロナウイルスの影響により、大半のスポーツ振興会が事業を中止しましたが、一部のスポーツ振興会で、
感染対策を取りながら、幼児から高



330 8,946 7,701 9,089

()内は人件費、公債費を含む (14,740) (14,794) (14,578) (13,784) (13,695) (14,678)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041975 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

スポーツ施設情報システムの運用 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

スポーツ施設利用の利便性を図ります。

対 象

市民

内 容

携帯電話・パソコン・公共施設の街頭端末機を利用して、スポーツ施設の利用申込みを個人・団体単
位で行えるシステムの運用を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成08 年度　（ 1996 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市スポーツ施設情報システム規則

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 9,151 9,448 9,330 8,946 7,701 9,089

()内は人件費、公債費を含む (14,740) (14,794) (14,578) (13,784) (13,695) (14,678)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 458 433 242 188 316 103

委 託 料 4,580 5,426 5,496 5,162 3,772 5,382

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 4,113 3,590 3,593 3,597 3,612 3,605

人 件 費 5,589 5,346 5,248 4,838 5,994 5,589

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 9,151 9,448 9,



非投資的

041975 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ施設情報システムの運用

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

1,100,000 1,444,087 1,515,633 1,480,422 1,832,457 2,163,153

延べ利用者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

8,000 11,317 11,735 11,992 12,408 12,761

登録者数
単位

上向き

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

事 業 の 効 果

市民のスポーツ施設利用の利便性が向上しました。

令 和 ３ 年 度
必要に応じてシステムの改修及び運用方法の変更を行い、さらなる利便性の向上を図りました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

委託料の支払 委託料の支払 委託料の支払 委託料の支払
定例会議への参加 定例会議への参加 定例会議への参加

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

窓口での予約に代えて、システムを利用した予約方法は、利用者の利便性の向上に欠かせません。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

府内自治体と共同でシステムを運用しているため、豊中市単独でシステムを導入するより運用経費が抑えられて
います。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

システムの改修やメンテナンスをシステム業者に依頼しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

専門的な知識や技術を要するため、システム業者へ依頼していることは妥当と考えます。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

スポーツ施設情報システムを運用することにより、利用者の利便性の向上が図れました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き、体育施設の使用予約の利便性の向上を図ります。
今後の取組み

備 考



1,568 1,274 1,948 103,361

人 件 費 2,187 1,782 1,394 902 1,377 2,187

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 103,661 641 1,568 1,275 1,949 103,361

一 般 財 源 171 212 162 164 120 171

()内は人件費、公債費を含む (2,358) (1,994) (1,556) (1,066) (1,497) (2,358)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

044067 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

スポーツ振興基金 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

スポーツ振興基金を創設し、ふるさと納税制度の枠組みの中で、個人や企業、団体からの寄附を募り
、スポーツ施設整備やスポーツ関連のソフト事業の財源に充てます。

対 象

市民

内 容

スポーツ振興基金の積立及び取崩を適正に執行し、基金の管理を行います。
（令和3年9月補正の内容）
公益財団法人豊中市スポーツ振興事業団の清算における残余財産の贈与があり、寄附金額が増加した
ため、積立金を補正します。
（令和3年12月補正の内容）
公益財団法人豊中市スポーツ振興事業団の清算における残余財産の追加贈与があり、寄附金額が増加

分 類 自治事務 非投資的 種 別 その他

事 業 期 間 恒常的 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 スポーツ振興基金積立条例

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 103,832 853 1,730 1,439 2,069 103,532

()内は人件費、公債費を含む (106,019) (2,635) (3,124) (2,341) (3,446) (105,719)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 171 162 162 165 121 171

委 託 料 0 50 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 103,661 641



　　　　●中　　　　○低

一定の寄附金を集めることができました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続きPRを行い寄附を募ります。
今後の取組み

備 考

非投資的

044067 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興基金

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

単位
上向き

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市内外の個人や企業、団体等から幅広く寄附を募ることにより、本市のスポーツ振興に関する取り組みやスポー
ツ施設の整備についての財源確保が図れます。

令 和 ３ 年 度
千円未満は四捨五入しています。
・積立金　　　　　　103,361千円　【内訳】利子積立8千円　その他積立103,353千円　

の 実 施 内 容 ・取崩　　　　　　　　　635千円　【充当事業】第100回全国高等学校サッカー選手権大会　豊中市記念事業
・令和3年度末残高　 118,416千円

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

スポーツ振興基金に係る事務 スポーツ振興基金に係る事務 スポーツ振興基金に係る事務 スポーツ振興基金に係る事務
手続き 手続き 手続き 手続き
スポーツ振興基金のＰＲ スポーツ振興基金のＰＲ スポーツ振興基金のＰＲ スポーツ振興基金のＰＲ
ＷＡＯＮカードのＰＲ ＷＡＯＮカードのＰＲ ＷＡＯＮカードのＰＲ ＷＡＯＮカードのＰＲ

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

個人や企業、団体から寄附を募り、スポーツ施設整備やスポーツソフト事業の財源に充てることは、市のスポー
ツ推進を図るうえで必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

民間事業者との連携により効率的な事業運営を図っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市が主体となり地域連携協定により民間事業者と連携しながら、寄附を募ります。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

寄附金を募るパンフレットの作成や寄附に係る事務手続きを行います。また、地域連携協定により「とよなかマ
チカネWAON」の売上の一部がスポーツ振興基金寄附金に寄附される仕組みとなっています。

Ｄ.成 果

○高



8 3,280 2,592 4,131

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 47,972 39,921 44,493 42,906 42,086 46,395

一 般 財 源 77,751 39,002 51,144 56,479 71,678 72,621

()内は人件費、公債費を含む (81,882) (42,278) (54,342) (59,759) (74,270) (76,752)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

042072 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

屋外体育施設運営管理 区 分 継続
施 設 コ ー ド 001005011 屋外体育施設全般（9施設・指定管理者人件費按分）,112001001 原田中少年野球場,112001005 千里

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

屋外体育施設の管理運営を行います。

対 象

市民

内 容

野球場4施設、庭球場5施設、球技場3施設の管理運営
（令和4年3月補正の内容）
新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う施設の臨時休館による光熱水費等の戻入額を補正します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設の運営

事 業 期 間 恒常的 昭和56 年度　（ 1981 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市屋外施設管理運営要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 125,723 78,923 95,637 99,385 113,764 119,016

()内は人件費、公債費を含む (129,854) (82,199) (98,835) (102,665) (116,356) (123,147)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 118,787 78,923 95,399 99,239 113,413 115,381

補 助 金 等 6,612 0 0 0 0 3,635

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 324 0 238 146 351 0

人 件 費 4,131 3,276 3,19



非投資的

042072 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
屋外体育施設運営管理

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

298,376 287,561 284,993 271,845 255,617 288,393

延べ利用者数
単位

上向き

出典:教育に関する事務の点検 平成27年
人

度からは決算説明書（観覧者・指導

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

体育施設の適切な運営管理により、市民にスポーツ活動の場を提供することができました。

令 和 ３ 年 度
屋外体育施設の運営管理を指定管理者に委託し、評価・点検や各種調整業務を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

指定管理者の評価・点検、各 指定管理者の評価・点検、各 指定管理者の評価・点検、各 指定管理者の評価・点検、各
種調整業務等 種調整業務等 種調整業務等 種調整業務等

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

体育施設の運営管理については、指定管理者制度を導入し、専門性を活かし効率的に運用する必要があります。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

体育施設の運営管理については、指定管理者制度を導入し、専門性を活かし効率的に運用しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　●指定管理者代行

体育施設の運営管理は、指定管理者制度を導入しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

体育施設の運営管理については、指定管理者制度の導入は妥当だと考えます。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

体育施設の運営管理については、指定管理者制度を導入し、専門性をいかし効率的に運用できました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

体育施設の運営管理については、今後も指定管理者のノウハウを活用し、効率的な運用を図ります。
今後の取組み

備 考



1 17,818

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 578 2,536 0 0 0

一 般 財 源 13,692 14,130 14,742 4,766 13,273 10,566

()内は人件費、公債費を含む (34,426) (17,244) (23,259) (24,690) (34,029) (31,300)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

042102 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

屋外体育施設管理 区 分 継続
施 設 コ ー ド 112001999 野球場全般,112015999 庭球場全般,112025001 二ノ切少年球技場,112025002 グリーンスポーツセン

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

屋外体育施設の修繕等を行います。

対 象

市民

内 容

野球場4施設、庭球場5施設、球技場3施設の維持管理

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設管理

事 業 期 間 恒常的 昭和56 年度　（ 1981 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市屋外施設管理運営要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 13,692 14,708 17,278 4,766 13,273 10,566

()内は人件費、公債費を含む (34,426) (17,822) (25,795) (24,690) (34,029) (31,300)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 4,411 3,877 8,462 3,759 5,680 4,054

委 託 料 1,650 133 281 206 639 1,351

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 8,884 6,712 0 6,006 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 7,631 1,815 1,824 802 949 5,161

人 件 費 2,916 3,114 3,056 3,570 2,835 2,916

公 債 費 17,818 0 5,461 16,354 17,92



非投資的

042102 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
屋外体育施設管理

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

利用者が安心して施設を使用できました。

令 和 ３ 年 度
屋外体育施設の維持管理を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

突発的な修繕 突発的な修繕 突発的な修繕 突発的な修繕

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

体育施設の修繕については、利用者が施設を安心・安全に利用するために欠かせないものです。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

体育施設の修繕については、コストや工期も踏まえ、工事手法等を検討し、効率的に行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　●全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

体育施設の修繕については、専門業者へ委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

体育施設の修繕を専門業者へ委託することは妥当だと考えます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

突発的な不具合に対応したことで、利用者の安全を確保できました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

安全面を第一に、計画的に施設の点検・改修を行い、安心してスポーツを行える環境を整備します。
今後の取組み

備 考



71

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 43,117 49 408 201 62,740 40,652

人 件 費 6,480 5,625 7,134 7,216 6,399 6,480

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 71,802 113,709 111,584 93,696 70,755 52,448

一 般 財 源 663,499 434,421 440,285 460,150 536,056 633,081

()内は人件費、公債費を含む (669,979) (440,046) (447,419) (467,366) (542,455) (639,561)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

042118 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

屋内体育施設運営管理 区 分 継続
施 設 コ ー ド 001005012 屋内体育施設等指定管理委託料支払用（屋内体育施設・温水プール・駐車場）,112005001 豊島体育

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

屋内体育施設（体育館等・温水プール）の管理運営を行います。

対 象

市民

内 容

体育館（豊島・千里・庄内・柴原）、武道館ひびき、高川スポーツルーム及び温水プール（二ノ切・
豊島）の管理運営
（令和4年3月補正の内容）
新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う施設の臨時休館等による利用料金等の補償額を補正します
。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設の運営

事 業 期 間 恒常的 昭和46 年度　（ 1971 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市立体育施設管理運営要綱・豊中市立温水プール施設管理運営要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 735,301 548,130 551,869 553,846 606,811 685,529

()内は人件費、公債費を含む (741,781) (553,755) (559,003) (561,062) (613,210) (692,009)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 2 0 2 0

委 託 料 663,215 548,081 551,459 553,644 544,069 634,406

補 助 金 等 28,969 0 0 0 0 10,4



非投資的

042118 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
屋内体育施設運営管理

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

908,915 922,780 875,881 786,520 470,385 476,567

延べ利用者数
単位

横ばい

出典:教育に関する事務の点検　平成27年
人

度より決算説明書（観覧者・指導者

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

体育施設の適切な運営管理により、市民にスポーツ活動の場を提供することができました。

令 和 ３ 年 度
屋内体育施設の運営管理を指定管理者に委託し、評価・点検や各種調整業務を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

指定管理者の評価・点検、各 指定管理者の評価・点検、各 指定管理者の評価・点検、各 指定管理者の評価・点検、各
種調整業務等 種調整業務等 種調整業務等 種調整業務等

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

体育施設の運営管理については、指定管理者制度を導入し、専門性を活かし効率的に運用する必要があります。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

体育施設の運営管理については、指定管理者制度を導入し、専門性を活かし効率的に運用しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　●指定管理者代行

体育施設の運営管理は、指定管理者制度を導入しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

体育施設の運営管理については、指定管理者制度の導入は妥当だと考えます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

体育施設の運営管理は、指定管理者制度を導入し、専門性を活かし効率的に運用できました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

体育施設の運営管理については、今後も指定管理者のノウハウを活用し、効率的な運用を図ります。
今後の取組み

備 考



0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 15,352 16,822 5,099 2,391 3,130 8,416

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 15,009 13,332 12,501 6,057 12,022 13,100

人 件 費 5,265 4,086 4,532 5,128 4,455 5,265

公 債 費 105,420 148,369 148,247 119,098 81,229 105,420

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 4,800 0 2,300 0

そ の 他 43,671 4,900 4,957 4,286 4,800 4,800

一 般 財 源 -6,117 38,742 21,766 14,941 24,824 27,538

()内は人件費、公債費を含む (104,568) (191,197) (174,545) (139,167) (110,508) (138,223)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

042148 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

屋内体育施設管理 区 分 継続
施 設 コ ー ド 112005999 体育館全般,112010999 温水プール全般,112020001 武道館ひびき,161001055 庄内体育館等駐車場,16

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

屋内体育施設（体育館等・温水プール）の修繕等を行います。

対 象

市民

内 容

体育館（豊島・千里・庄内・柴原）、武道館ひびき、高川スポーツルーム及び温水プール（二ノ切・
豊島）の維持管理
（令和4年3月補正の内容）
庄内体育館の高圧受変電改修工事の延期により、本年度執行の見込みがないため減額補正します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設管理

事 業 期 間 恒常的 昭和46 年度　（ 1971 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市立体育施設管理運営要綱・豊中市立温水プール施設管理運営要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 37,554 43,642 31,523 19,227 31,924 32,338

()内は人件費、公債費を含む (148,239) (196,097) (184,302) (143,453) (117,608) (143,023)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 6,500 9,913 11,139 8,213 14,361 7,157

委 託 料 693 3,575 2,784 2,566 2,411 3,664

補 助 金 等



非投資的

042148 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
屋内体育施設管理

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

利用者が安心して施設を使用できました。

令 和 ３ 年 度
屋内体育施設の維持管理を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

突発的な修繕 突発的な修繕 突発的な修繕 突発的な修繕
豊島体育館空調機カバー設置 豊島温水プール非常放送設備
工事 更新工事

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

体育施設の修繕については、利用者が施設を安心・安全に利用するために欠かせないものです。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

体育施設の修繕については、コストや工期も踏まえ、工事手法等を検討し、効率的に行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　●全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

体育施設の修繕については、専門業者へ委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

体育施設の修繕を専門業者へ委託することは妥当だと考えます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

計画的な工事に加え、突発的な不具合に対応したことで、利用者の安全を確保できました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

安全面を第一に、計画的に施設の点検・改修を行い、安心してスポーツを行える環境を整備します。
今後の取組み

備 考



041 10,744 166,670 655,556 622,020

()内は人件費、公債費を含む (622,587) (24,345) (13,494) (169,081) (657,419) (622,587)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

投資的

043705 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

二ノ切温水プール整備事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

ニノ切温水プールは、老朽化が著しく、早急の改善が必要である為、建替えに向け手続きを進めます
。

対 象

市民

内 容

二ノ切温水プールの建替え工事を行います。
（令和2年度から令和3年度へ一部を明許繰越し実施します。）

分 類 自治事務 投資的 種 別 投資系事務

事 業 期 間 複数年度 平成27 年度　（ 2015 年度 ） ～ 令和03 年度　（ 2021 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体
整 備 場 所 ニノ切温水プール

整 備 概 要
新施設の竣工後、既存施設の撤去

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 工事・完了 実施 実施 工事 工事 工事・完了

事 業 費 総 額 622,020 22,041 10,744 666,470 655,556 622,020

()内は人件費、公債費を含む (622,587) (24,345) (13,494) (668,881) (657,419) (622,587)

細
事
業
費
内
訳

工 事 費 569,561 0 0 666,470 649,800 569,561

用 地 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 52,250 22,041 10,744 0 0 52,250

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 209 0 0 0 5,755 209

人 件 費 567 2,304 2,750 2,411 1,863 567

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 499,800 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 622,020 22,



投資的

043705 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
二ノ切温水プール整備事業

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

ニノ切温水プールを整備することにより、利用者の増加、地域の活性化が見込まれます。

令 和 ３ 年 度
旧施設の解体工事等を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

工事・完了

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

老朽化したニノ切温水プールの建替えは、市民のスポーツ機会の充実のため欠くことのできない事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

工事において、所要コストを勘案しながら効率的に行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　●全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

工事を委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

工事を専門的な知見を借りることは妥当であると考えます。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

建替えにより利用環境の向上に寄与しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

旧館撤去及び跡地の整備を令和3年6月に完了しました。引き続き施設の適切な維持管理を行います。
今後の取組み

備 考

目が「温水プール施設整備費」から「体育施設整備費」に変更するにあたり、従来の細事業を完了し、科目新設
したため、継続事業としています。
平成28年度は事業手法検討実施（非投資的）



投資的

049458 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 17

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

豊中ローズ球場整備事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

老朽化した豊中ローズ球場を整備し、高校野球発祥の地とよなかを広くアピールするとともに、地域
のさらなる活性化を図ることを目的とします。

対 象

市民

内 容

令和3年度の予算の執行はありません。

分 類 自治事務 投資的 種 別 投資系事務

事 業 期 間 複数年度 平成29 年度　（ 2017 年度 ） ～ 令和05 年度　（ 2023 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体
整 備 場 所 豊中ローズ球場

整 備 概 要

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 設計 実施 実施

事 業 費 総 額 0 0 3,709 15,088 406 0

()内は人件費、公債費を含む (0) (0) (4,961) (17,335) (1,297) (0)

細
事
業
費
内
訳

工 事 費 0 0 0 0 0 0

用 地 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 3,547 15,088 406 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 162 0 0 0

人 件 費 0 0 1,252 2,247 891 0

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 0 0 3,709 15,088 406 0

()内は人件費、公債費を含む (0) (0) (4,961) (17,335) (1,297) (0)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等



投資的

049458 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 17

事 業 名
豊中ローズ球場整備事業

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

・竣工から約25年が経過し老朽化している施設・設備の更新により施設の長寿命化を図ることができます。
・「高校野球発祥の地・豊中」を広くPRすることができます。

令 和 ３ 年 度
改修の方向性について検討しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

実施 実施 実施 実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

施設の老朽化対策や豊中の魅力を発信するため必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

基本構想、基本計画、基本設計等において、改修内容の所要コストを比較検討し、効率的に行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

社会経済情勢や本市の財政状況の見通しをふまえた検討であることから市実施が妥当です。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

改修の方向性について検討し老朽化や長寿命化対策を基本とした改修を行っていくことにしました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

改修工事に向けた実施設計を行います。
今後の取組み

備 考



費 935 551 311 329 455 981

委 託 料 2,900 4,916 5,001 3,036 2,584 1,907

補 助 金 等 180 111 110 10 1,000 180

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,151 455 263 171 941 2,382

人 件 費 19,440 10,935 7,380 16,400 19,197 19,440

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 89 0

一 般 財 源 6,166 6,032 5,686 3,545 4,891 5,450

()内は人件費、公債費を含む (25,606) (16,967) (13,066) (19,945) (24,088) (24,890)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041791 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 47,48

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

魅力創造・発信の企画調整 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課 201000 とよなか都市創造研究所 210500 （文化芸術課） 211000 スポーツ振興課 212000 産業振興課 601300 

事
業
の
概
要

目 的

市内外の人々や事業者に、豊中に行きたい、豊中で暮らしたい、働きたいと思ってもらえるまちであ
るために、地域の資源や個性を積極的に打ち出したまちづくりが求められています。市内のさまざま
な地域資源の魅力の発信や新しい価値の創造等の取り組みを通して、交流・定住人口の増加や、多様
な店舗・事業者の進出につながる都市の魅力づくりに寄与します。

対 象

その他
市民、近隣市市民、事業者

内 容

豊中市の地域資源を活用し、音楽やアートなどを切り口にした交流・にぎわい創出事業を実施し、多
分野において本市の魅力を発信します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中ブランド戦略

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 6032 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 6,166 6,032 5,686 3,545 4,980 5,450

()内は人件費、公債費を含む (25,606) (16,967) (13,066) (19,945) (24,177) (24,890)

細
事
業
費
内
訳

需 用



方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

新型コロナウィルス感染症防止対策を講じた上で、各事業の質を高めながら継続して取り組みます。
今後の取組み

備 考

非投資的

041791 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 47,48

事 業 名
魅力創造・発信の企画調整

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

90 85.5 - 85 - 86.5

豊中に住み続けたいと感じる市民の割合
単位

上向き

出典:豊中市市民意識調査
％

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

本市に対する誇りや好感、信頼、期待を高めることにつながります。ひいては定住人口の増加、さまざまな事業
者の進出や関係人口の増加などに寄与し、持続的な地域経済、地域社会の活性化にも資するものです。

令 和 ３ 年 度
音楽やアートなどを切り口にした事業を展開し、多分野において本市の魅力を発信しました（ストリートピアノ
プロジェクト、クリエイティブガーデン（郊外住宅地の歴史文化発信事業）、創造界隈アートプロジェクトなど

の 実 施 内 容 ）。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

各事業の調整等 各事業の調整等 各事業の調整等 各種事業の総括及び次年度の
ストリートピアノプロジェク 体験教室の実施 とよなか創造界隈アートプロ 企画調整
トの実施 ストリートピアノプロジェク ジェクト「野点」の実施 ストリートピアノプロジェク

トの実施 ストリートピアノプロジェク トの実施
トの実施 クリエイティブガーデンの実

施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中の魅力を高めるために必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

事業実施にあたっては、効率性に配慮しています。事業費のほとんどはイベントの企画内容に費やすものであり
、費用の低減は内容の劣化につながります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

イベントの実施に関して、一部を事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市外からも参加者があるなど、市内外に向けた豊中の魅力の発信につながりました。

総 合 評 価

○拡充の



0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 1,051 0 0 739 0 774

一 般 財 源 0 861 750 0 0 0

()内は人件費、公債費を含む (4,050) (3,696) (3,210) (820) (162) (4,050)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041808 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 49,02

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

高校生軽音楽フェスティバル事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

高校生の表現活動等の支援を通して、若者の交流と活躍の場づくりに寄与するとともに、「とよなか
音楽月間」の一環として、市民に気軽に楽しんでもらえるイベントを行うことにより、「音楽あふれ
るまち・豊中」のイメージの定着を図ります。

対 象

その他
市民、近隣市市民、事業者

内 容

市内高校の軽音楽系クラブが出演し、服部緑地野外音楽堂で日ごろの練習の成果を発表すると同時に
、市民にライブ演奏を気軽に楽しんでいただく機会とします。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 861 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 1,051 861 750 739 0 774

()内は人件費、公債費を含む (5,101) (3,696) (3,210) (1,559) (162) (4,824)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 174 150 105 4 0 120

委 託 料 805 671 606 617 0 617

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 72 41 38 118 0 38

人 件 費 4,050 2,835 2,460 820 162 4,050

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0



非投資的

041808 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 49,02

事 業 名
高校生軽音楽フェスティバル事業

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

1,200 776 750 629 - 749

観客者数
単位

上向き

出典:
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

「音楽あふれるまち・豊中」のイメージの定着につながります。

令 和 ３ 年 度
市内高校との連携を図りながら、高校生バンドによる軽音楽イベントを服部緑地野外音楽堂にて実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

各高校顧問・大阪音楽大学等 各高校顧問・大阪音楽大学等 イベントの実施 イベント実施状況の反省、次
関係者との調整 関係者との調整の結果、実施 年度へ向けた改善

しないことを決定

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中の魅力を高め、発信していくために必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

事業実施にあたっては、効率性に配慮しています。費用のほとんどはイベントの企画内容に費やすものであり、
費用の低減は内容の劣化につながります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

音響や照明は事業者に委託しています

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

豊中の魅力を高め、発信する事業なので、市が方向付けをする必要があります

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

機関誌（パークライフ、とよなか音楽月間）に掲載されるなど、豊中の魅力の発信につながりました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

新型コロナウィルス感染症対策を講じた上で、今後のさらなる魅力発信のため継続して取り組みます。
今後の取組み

備 考



4 2,948 770 707 192

人 件 費 5,670 12,150 14,760 4,920 4,050 5,670

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 4,233 2,000 0 0 0

一 般 財 源 657 12,578 11,845 6,477 1,420 251

()内は人件費、公債費を含む (6,327) (24,728) (26,605) (11,397) (5,470) (5,921)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041842 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 47

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

シティプロモーション事業 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市内外の人々や事業者に、豊中に行きたい、豊中で暮らしたい、働きたいと思ってもらえるまちであ
るために、地域の資源や個性を積極的に打ち出したまちづくりが求められています。市内のさまざま
な地域資源の魅力の発信や新しい価値の創造等の取り組みを通して、交流・定住人口の増加や、多様
な店舗・事業者の進出につながる都市の魅力づくりに寄与します。

対 象

その他
市民、他市市民、事業者

内 容

市ホームページの魅力発信サイトなどを通じて、主に市外に向けて本市が展開する施策のPRを行いま
す。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 平成27 年度　（ 2015 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中ブランド戦略

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 657 16,811 13,845 6,477 1,420 251

()内は人件費、公債費を含む (6,327) (28,961) (28,605) (11,397) (5,470) (5,921)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 293 1,397 2,568 687 543 59

委 託 料 0 13,700 8,312 5,020 169 0

補 助 金 等 0 0 17 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 364 1,71



ニュアルの作成、市の紹介冊子のリニューアルなどにより、発信力の向上に取り組みます。

備 考

非投資的

041842 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 47

事 業 名
シティプロモーション事業

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

90 85.5 - 85 - 86.5

豊中に住み続けたいと感じる市民の割合
単位

上向き

出典:豊中市市民意識調査
％

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

本市に対する誇りや好感、信頼、期待を高めることにつながります。定住人口・交流人口・関係人口の増加、さ
まざまな事業者の進出などを誘発し、持続的な地域経済、地域社会の活性化にも資するものです。

令 和 ３ 年 度
魅力発信サイトの更新、市公式インスタグラムを引き継ぎ市の魅力を発信し、本市の「文化芸術創造都市」「音
楽あふれるまち」「アートあふれるまち」の都市イメージ向上を推進しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

魅力発信サイトの更新 魅力発信サイトの更新 魅力発信サイトの更新 魅力発信サイトの更新
市公式インスタグラムの発信 市公式インスタグラムの発信 市公式インスタグラムの発信 市公式インスタグラムの発信

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中の魅力を高めるために必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

事業実施にあたっては、効率性に配慮しています。事業費のほとんどはイベントの企画内容に費やすものであり
、費用の低減は内容の劣化につながります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

事業の一部を事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市外からもイベントへの参加者があるなど、市内外に向けた豊中の魅力の発信につながりました。

総 合 評 価

●拡充の方向で検討　○現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き、多様なツールを活用し豊中の魅力発信を行います。
今後の取組み ブランドマ



0 0 0 0 0 0

そ の 他 391 22 10 4 23 17

人 件 費 8,100 6,480 4,920 4,920 8,100 8,100

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,000 0 0 0 1,346 1,696

一 般 財 源 8,691 6,739 6,542 4,010 6,365 3,453

()内は人件費、公債費を含む (16,791) (13,219) (11,462) (8,930) (14,465) (11,553)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

043312 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 47,02

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

豊中魅力アップ助成金 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課 201000 とよなか都市創造研究所 210500 （文化芸術課） 212000 産業振興課 401000 都市整備課 601300 社会

事
業
の
概
要

目 的

多くの人々のさまざまな出会いや交流、体験の場、機会につながる民間団体の事業を助成することに
より、まちの魅力の向上につなげます。

対 象

その他
市民、他市市民、事業者

内 容

豊中の素材を生かしたアート・音楽・まちあるきなど、にぎわいや華やかさをもたらすイベント等、
並びに参加者同士の出会いや交流が生まれ、今後の継続的な関係を築けるイベント等に対して補助を
行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中ブランド戦略

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 6739 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 10,691 6,739 6,542 4,010 7,711 5,149

()内は人件費、公債費を含む (18,791) (13,219) (11,462) (8,930) (15,811) (13,249)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 10,300 6,717 6,532 4,006 7,688 5,132

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金



、発信につながりました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き、都市ブランド向上のため市民団体の取組みを支援し、市と団体、また団体間の交流を促し関係性を構
今後の取組み 築します。

備 考

非投資的

043312 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 47,02

事 業 名
豊中魅力アップ助成金

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

20 15 11 8 8 5

助成金申請件数
単位

横ばい

出典:
件

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

都市ブランド確立のための戦略に基づくブランディング活動や、一体性のある情報発信を行うことにより、まち
への愛着や誇りの醸成、交流・定住人口の増加、地域社会の活性化に資するものです。

令 和 ３ 年 度
一般枠、学生枠、クラウドファンディング枠により助成しました。また、豊中市まちづくりにぎわい事業助成金
を交付しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

周知、募集、審査および決定 募集、審査および決定通知。 募集、審査および決定通知。 募集、審査および決定通知。
通知。 決定団体によるイベント等の 決定団体によるイベント等の 決定団体によるイベント等の
決定団体によるイベント等の 実施。 実施。 実施。
実施。 事業報告会の実施。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

本市の魅力の創造、発信につながるイベント等の充実を通して、まちの活性化を促し、もって都市ブランドの向
上を図ることを目的としており、必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

事業実施にあたっては、効率性に配慮しています。補助金以外の事業費のほとんどは通知書類の発送費用等に費
やすものであり、費用の低減は内容の劣化につながります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

交付決定団体へ助成金を交付しております。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

行政による支援は必要最低限になっています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

助成金を交付することで、団体の事業範囲が広がり、交付決定団体が市内で多くのイベント等を行ったことで、
市内外から多くの人々を呼び込むなど、一層の魅力の創造



0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 420 1,506 1,295 4,277 237 139

()内は人件費、公債費を含む (4,470) (7,986) (5,395) (8,377) (1,047) (4,189)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

044332 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 1/2 ]
基本政策 47

事 業 名
実施計画掲載 非掲載

豊中ブランド戦略の推進 区 分 継続
施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

本市が持つ歴史や特性を踏まえ、今後も人、モノ、情報等が集まる魅力的な活気あふれる都市であり
続けるために都市ブランド向上の観点から策定した「豊中ブランド戦略」に基づき事業展開を図るこ
とで、本市が「暮らしの舞台」として選ばれ、自律的かつ持続的に発展するまちとして前進すること
に寄与します。

対 象

その他
市民、関係団体、市外在住者

内 容

豊中ブランド戦略審議会において、豊中ブランド戦略の進行管理を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 □市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中ブランド戦略

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H29 H30 R01 R02 R03

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 420 1,506 1,295 4,277 237 139

()内は人件費、公債費を含む (4,470) (7,986) (5,395) (8,377) (1,047) (4,189)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 16 1 0 20 31 0

委 託 料 0 1,287 1,139 4,039 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 404 218 155 218 207 139

人 件 費 4,050 6,480 4,100 4,100 810 4,050

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金



非投資的

044332 令和４年度事業評価シート（令和３年度実施分）
総合計画

[ 2/2 ]
基本政策 47

事 業 名
豊中ブランド戦略の推進

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力文化創造課

当該年度目標値 H29 H30 R01 R02 R03

指
標

1,300 2,085 865 2,225 1,324 314

社会増加数
単位

横ばい

出典:豊中市住民基本台帳
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

本市のブランドアイデンティティが多くの人々の共感を得て、豊中の都市ブランドとして確立され「暮らしの舞
台」として豊中が選ばれる目標に近づいていきます。

令 和 ３ 年 度
第２期豊中ブランド戦略に基づいた取組みの進捗管理を審議会で行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

審議会 審議会

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中の魅力を高め、発信していくために必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

事業実施にあたっては、会議資料の作成を事業者に委託するなど、効率性に配慮しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

豊中ブランド戦略推進支援業務を事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

豊中の魅力を高め発信する事業について、市が方向付けをする必要があります。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

豊中ブランド戦略の進捗管理ができています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も豊中ブランド戦略の重要事項に関する審議を行います。
今後の取組み

備 考


